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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新株引受権付社債及び転換社債を発行していないため記載

しておりません。 

３．第64期より１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

５．第66期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間となっております。 

６．第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

７．第66期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

８．第67期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期 第67期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成16年12月 平成17年12月

売上高(百万円) 31,428 28,782 25,098 26,552 12,172 26,270 

経常利益又は経常損失(△)

(百万円) 
1,311 1,575 990 1,911 △909 1,405 

当期純利益又は当期純損失

(△)(百万円) 
701 775 357 1,077 △664 611 

純資産額(百万円) 6,171 6,514 6,479 7,911 6,724 7,246 

総資産額(百万円) 29,877 26,585 23,787 26,174 19,961 21,174 

１株当たり純資産額(円) 984.32 1,039.48 1,018.51 1,242.06 1,061.16 1,133.29 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失(△) 

(円) 

118.41 123.91 52.67 163.70 △104.82 86.20 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益(円) 
－ 123.05 52.50 － － － 

自己資本比率(％) 20.66 24.50 27.24 30.23 33.69 34.22 

自己資本利益率(％) 12.20 12.23 5.52 14.97 － 8.75 

株価収益率(倍) 10.56 10.90 18.23 10.13 － 29.99 

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
639 256 △265 228 △68 524 

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△173 △546 △873 52 △40 △461 

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△428 △181 △76 △261 △246 169 

現金及び現金同等物の期末残

高(百万円) 
4,054 3,583 2,368 2,387 2,118 2,359 

従業員数(人) 

(外、平均臨時雇用者数) 
353 363 353 361 383 

437 

       (107) 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第62期の１株当たり配当額は、東京証券取引所市場第二部上場記念配当5.00円を含んでおります。 

３．第63期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益

及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の各数値は、発行済株式総数から自己株式数を控除して計算してお

ります。なお、第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化しないため記載しておりません。 

４．第64期より１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．第65期の１株当たり配当額は、東京証券取引所市場第一部上場記念配当4.00円を含んでおります。 

６．第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

７．第66期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間となっております。 

８．第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

９．第66期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。

10．第67期の１株当たり配当額は、創業60周年記念配当3.00円を含んでおります。 

11．第67期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期 第67期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成16年12月 平成17年12月

売上高(百万円) 30,552 27,771 24,257 25,312 11,252 24,802 

経常利益又は経常損失(△)

(百万円) 
1,217 1,534 948 1,906 △801 1,437 

当期純利益又は当期純損失

(△)(百万円) 
650 752 367 1,011 △542 719 

資本金(百万円) 957 957 957 957 957 957 

発行済株式総数(千株) 6,640 6,640 6,640 6,640 6,640 6,640 

純資産額(百万円) 6,612 6,481 6,450 7,783 6,727 7,329 

総資産額(百万円) 29,187 25,451 22,791 24,659 18,779 20,076 

１株当たり純資産額(円) 995.92 1,034.23 1,013.97 1,221.85 1,061.61 1,148.74 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 

(円) 

23.00 

(－) 

25.00 

(－) 

26.00 

(－) 

34.00 

(－) 

25.50 

(－) 

37.00 

(17.00) 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失(△) 

(円) 

104.95 120.22 54.24 153.33 △85.62 105.61 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益(円) 
－ 119.39 54.06 － － － 

自己資本比率(％) 22.66 25.46 28.30 31.56 35.82 36.51 

自己資本利益率(％) 10.77 11.50 5.70 14.22 － 10.23 

株価収益率(倍) 11.91 11.23 17.70 10.81 － 24.48 

配当性向(％) 21.92 20.80 47.94 22.17 － 35.03 

従業員数(人) 

(外、平均臨時雇用者数) 
305 319 309 316 322 

343 

       ( 73) 



２【沿革】 

昭和21年11月 風水力機械などの販売を目的として東京都京橋区（現中央区）木挽町七丁目104番地に資本金19万

円をもって荏原工業株式会社を設立 

昭和24年12月 建設業法による東京都知事登録（い）第950号 

昭和25年７月 株式会社荏原製作所と同社製品の販売に関し代理店契約を締結 

昭和25年12月 東京都大田区に嶺町工場を開設し、機械の据付け及び配管工事を開始 

昭和27年６月 会社の商号を荏原実業株式会社に変更 

昭和31年４月 荏原インフィルコ株式会社（平成６年10月株式会社荏原製作所に合併）と代理店契約を締結し、

水処理プラントの販売及び工事を開始 

昭和41年５月 静岡県静岡市（現静岡市駿河区）に静岡営業所（現静岡支社）を設置 

昭和43年２月 建設業法による建設大臣登録（ワ）第8521号 

昭和46年６月 大阪市中央区に大阪営業所（現大阪支社）を設置 

昭和46年11月 宮城県仙台市（現仙台市青葉区）に仙台営業所（現東北支社）を設置 

昭和47年10月 信和産業株式会社（現株式会社荏原シンワ）と代理店契約を締結し、冷却塔の販売を開始 

昭和49年４月 建設業の許可を取得、建設大臣許可（特－49）第3762号 

昭和50年12月 株式会社ヘリオスと代理店契約を締結し、破砕機の販売を開始 

昭和51年１月 川崎市中原区にオゾン濃度計の製品開発を目的とし、川崎研究所を設置 

昭和53年２月 埼玉県浦和市（現さいたま市浦和区）に埼玉営業所（現関東支社）を設置 

昭和54年６月 岩手県盛岡市に盛岡営業所を設置 

昭和55年10月 萩原ボイラ工業株式会社（資本金2,000万円）を買収し、子会社とすると共に商号を関東エハラボ

イラ工業株式会社に変更 

昭和58年11月 静岡県富士市に富士出張所（現富士営業所）を設置 

昭和59年３月 千葉県千葉市（現千葉市中央区）に千葉営業所（現東関東支社）を設置 

昭和59年10月 群馬県前橋市に群馬営業所を設置 

昭和60年８月 エンザイム興業株式会社（現エンザイム株式会社）と脱臭剤（ボエフ）及び脱臭装置の製造販売

に関し、独占的実施契約を締結し、脱臭剤などの製造販売を開始 

昭和60年10月 嶺町工場を分離独立し、機械の据付け及び配管工事の専門会社として全額出資の株式会社エバジ

ツを設立 

平成元年４月 栃木県小山市に栃木営業所を設置 

平成３年11月 川崎研究所内に環境分析・計量に関する技術開発を目的に環境分析センターを設置。また、栽培

漁業に関する技術開発を目的に水産技術研究所を設置 

平成５年２月 新潟県柏崎市（後に長岡市に移転）にオゾン事業部商品開発室（現医療・環境部技術課）を設置 

平成７年10月 子会社の関東エハラボイラ工業株式会社を吸収合併 

平成７年10月 埼玉県熊谷市に熊谷営業所を設置 

平成８年５月 埼玉県北葛飾郡鷲宮町に環境関連製品の実証試験を行うため、埼玉研究所を設置 

平成８年５月 広島市東区に広島事務所（現広島営業所）を設置 

平成８年６月 名古屋市中区に中部営業所を設置 

平成10年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成11年７月 環境分析センター・水産技術研究所及びテクニカルセンターを中央研究所に統合 

平成11年11月 ＩＳＯ９００１認証取得（静岡支社、中部営業所） 

平成12年５月 川崎市川崎区に神奈川支社を設置 

平成12年６月 ＩＳＯ９００１認証取得（環境システム本部、環境事業本部、オゾン事業部） 

平成13年２月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場 

平成13年７月 山梨県甲府市に山梨事務所（現山梨営業所）を設置 

平成13年７月 福岡市博多区に九州事務所（現九州支社）を設置 

平成13年９月 茨城県つくば市に茨城事務所（現茨城営業所）を設置 

平成14年５月 沖縄県那覇市に沖縄事務所（現沖縄営業所）を設置 

平成15年６月 バイオジェニック株式会社を子会社化 

平成16年３月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場 

平成16年４月 当社全額出資のイージェイ株式会社を設立 

平成16年７月 バイオジェニック株式会社が全額出資の昆明白鴎微藻技術有限公司を設立 

平成17年８月 昆明白鴎微藻技術有限公司の生産工場が竣工 

平成17年９月 川崎市麻生区に新研究施設を建設し、川崎市中原区の中央研究所全機能を移転 



３【事業の内容】 

  当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社の㈱エバジツ、イージェイ㈱、バイオジェニッ

ク㈱、昆明白鴎微藻技術有限公司により構成され、環境関連機器・装置の製造・販売、水処理施設などの各種プ

ラント類の設計・施工、風水力冷熱機器などの仕入・販売を主な内容として事業活動を展開しております。ま

た、㈱荏原製作所とは、販売代理店契約を締結して風水力冷熱機器など同社製品の仕入・販売を行うとともに、

水処理施設など各種プラント類の施工では同社から機器材料を調達するなど継続的な事業上の関係があります。  

  主な事業内容と当社及び子会社の位置付けは、次のとおりであります。 

  環境関連…………………オゾン濃度計、オゾン応用機器、脱臭装置、栽培漁業関連装置、廃棄物処理装置な

ど当社が自社開発した製品であり、当社の設計・生産管理に基づき特定の協力会社

に生産委託しております。また、子会社のイージェイ㈱は、生分解性プラスチック

緩衝材等の製造及び販売を行っております。 

 水処理関連………………当社が官公庁など得意先から直接受注し、㈱荏原製作所などの機器材料によって設

計・施工しております。なお、施工にあたっては、専門工事会社に外注委託してお

ります。 

  風水力冷熱機器等関連…当社が得意先から直接受注し、㈱荏原製作所及び同社関係会社から調達した機器材

料などを使用して設計・施工並びに商品販売を行っております。また、子会社の㈱

エバジツは主に冷熱機器の販売、施工及び保守工事を行っております。 

  バイオジェニック㈱及び昆明白鴎微藻技術有限公司は、微細藻類の培養による有用物質（アスタキサンチン）

の製造販売を目的とし、研究開発活動を行うとともに、中華人民共和国雲南省昆明市において、製造活動を行っ

ております。なお、微細藻類の培養による有用物質（アスタキサンチン）の製造販売の目処がついたため、当連

結会計年度より環境関連事業に区分しております。 

  以上、当社グループについて、事業の種類別セグメントとの関連を含めた事業系統図を示すと、次のとおりで

あります。 



 （注） 株式会社荏原製作所グループ会社との取引関係 

 当社が元請負契約した官公庁の受注物件のうち㈱荏原製作所の製品を使用するものについて、同社に発注

した後、荏原製作所グループ会社（以下㈱荏原製作所及び同社の関係会社をいう）からその一部を再受注す

る取引形態があります。再受注取引に係る受注高、売上高及び売上原価は二重計上となるため相殺消去し、

債権債務（売掛金、買掛金）についても内部的に相殺消去しております。 

 当事業年度における荏原製作所グループ会社に対する売上高と㈱荏原製作所に対する売上原価の相殺額は 

67百万円であり、売掛金と買掛金の相殺額は28百万円であります。 

① 株式会社荏原製作所の概要及び当社との関係 

 （注）出資比率は、平成17年12月31日現在の状況であります。 

② 当事業年度の株式会社荏原製作所との取引高及び債権債務残高等 

 （注）１．取引金額及び債権債務残高は、相殺後の金額で記載しております。 

２．取引金額は消費税等抜きの金額で、期首残高・期末残高は消費税等込みの金額であります。 

３．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

仕入取引については、代理店契約に基づき決定しております。 

売上取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

会社名 
（住所） 

資本金 
（百万円） 

事業内容

当社の出資
比率 
(当社への 
出資比率)
（％） 

関係内容 

役員等の
兼務等 

事業上の関係

㈱荏原製作所 

（東京都大田区） 
61,283 

機械事業、エン

ジニアリング事

業、精密・電子

事業 

0.40 

(8.28)
兼務１名 

当社は㈱荏原製作所
と代理店契約を締結
しており、同社の販
売代理店として、主
として機械事業・エ
ンジニアリング事業
関連製品を販売して
おります。 

取引内容 
取引金額
（百万円） 

科目
期首残高 
（百万円） 

期末残高
（百万円） 

営業取引     

機器材料仕入 2,341 

買掛金 1,147 1,013 材料仕入 35 

商品仕入 992 

製品及び工事売上高 574 売掛金 132 249 

商品売上高 167 受取手形 175 154 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）１．特定子会社に該当しております。 

２．上記子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

３．上記子会社の売上高（連結会社間の内部売上を除く。）の連結売上高に占める割合が100分の10を超えてい

ないため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

４．議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所

有割合(％)

関係内容 

役員の兼任 

資金援助 営業上の取引 
設備の賃貸

借関係等 
当社 

役員 

（名） 

当社 

従業員 

（名） 

㈱エバジツ 東京都大田区 
50 

 (百万円) 

機械器具設置、 

設備工事の請負・ 

施工及び保守 

100 １ １ 銀行借入保証 

設置工事の請

負、施工及び

保守 

－ 

イージェイ㈱ 
神奈川県海老

名市 

60 

 (百万円) 

生分解性プラスチ

ック緩衝材等の製

造及び販売 

100 －  ４ 銀行借入保証  － － 

バイオジェニ

ック㈱  (注)1 
東京都中央区 

377 

 (百万円) 

微細藻類の培養に

関する研究開発・

製造及び販売 

97.3 １ ２ 
長期運転資金

貸付 
－ 

事務所の賃

貸借契約 

昆明白鴎微藻

技術有限公司 

(注)1 

中華人民共和国

雲南省昆明市 

34,757 

  (千元) 

微細藻類の培養に

関する研究開発・

製造及び販売 

97.3 

(97.3)
１ ４ 

  

割賦購入債務

保証 

 － － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントと事業部門とが必ずしも一致しないため、従業員の状況を事業の種類別セグメントに

分類して記載することは困難であります。従いまして、従業員の状況を事業部門別・子会社別に記載しておりま

す。 

（注）従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む。）

であり、臨時雇用者数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）は、年間の平均人員を（ ）外書で

記載しております。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外からの出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）は、年間の平均人員を（ ）外書で記載しておりま

す。 

   ２．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年12月31日現在

事業部門・子会社の名称 従業員数（人） 事業の種類別セグメントとの関連 

環境設備本部 34(  2) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

産業ソリューション本部 38(  7) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

環境システム本部 140( 35) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

環境事業本部 58(  9) 環境関連 

ナノクリーン本部 3(  -) 全社  

オゾン事業部 24(  8) 環境関連 

医療・環境部 9(  3) 環境関連 

管理本部他 37(  9) 全社 

㈱エバジツ（子会社） 48(  2) 風水力冷熱機器等関連 

イージェイ㈱（子会社） 14( 16) 環境関連 

バイオジェニック㈱（子会社） 1(  2) 環境関連 

昆明白鴎微藻技術有限公司（子会社） 31( 14) 環境関連 

合計 437(107)   

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

343( 73) 38.6 11.2 5,964 



第２【事業の状況】 
当社グループは、消費税等の会計処理につき税抜方式を採用しているため、以下の記載金額には消費税等は含まれ

ておりません。 

１【業績等の概要】 

  前連結会計年度は決算期変更（３月期から12月期へ変更）に伴い、９か月決算（平成16年4月1日～同年12月31

日）となったため、当連結会計年度は前連結会計年度との業績比較を行っておりません。 

(1) 業績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績の好転から設備投資の回復や個人消費も好調に推移するなど景況

感の改善が見られました。しかしながら当社グループを取り巻く環境装置機械業界は、官需において公共事業予算の

縮減や計画が見直され、民需においては企業業績の回復が見られたものの価格競争が長期化するなど、引き続き厳し

い状況で推移しました。 

 このような事業環境の下で、環境関連製品の製造・販売を手掛ける「環境関連事業」においては、低濃度から高濃

度臭気までの幅広い脱臭に対応するため、新たな製品開発を進めている脱臭分野において、雨水貯留管やビルピッ

ト、厨房除害処理施設などで使用可能な脱臭製品「ＥＫＯフィルター」を開発し、６月に市場投入しました。 

 また、資源リサイクル分野においては、食品リサイクル法（年間100トン以上の食品廃棄物を排出する事業者に対

し20％以上の排出削減若しくは再利用を課した法律）に対応し、大手食品メーカーと共同で、従来、廃棄物として処

理されていた乾燥物（おから）のリサイクルビジネスを開始しました。 

 さらに、子会社バイオジェニック㈱は、従来製品とは異分野事業となる健康食品の生産設備を子会社昆明白鴎微藻

技術有限公司（中華人民共和国雲南省昆明市）において建設を進めていましたが、このほど完成し、10月から「抗酸

化物質アスタキサンチン」の本格生産を開始しました。 

 その他アライアンス案件として、韓国ターボ機械㈱が製造・販売する省エネ・省スペース型、かつ、廉価型の「Ｋ

ターボブロワ」についての輸入販売事業を開始しました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（環境関連） 

 ①受注高 

 水産漁業施設向け栽培漁業関連装置の受注獲得や前連結会計年度に発足した子会社のイージェイ㈱が手掛ける生分

解性プラスチック緩衝材事業が堅調に推移したものの、計画していた大型の排水処理案件が翌期へずれ込んだことや

海外からの医療関連機器の導入が遅れ、連結受注高は6,339百万円となりました。 

 ②売上高 

 生分解性プラスチック緩衝材事業やボエフ脱臭剤の販売は堅調に推移したものの、脱臭塔案件の小型化や医療関連

機器の導入遅れ、乾燥装置分野の競争激化などが影響し、連結売上高は6,088百万円となりました。 

 ③営業損失 

 子会社バイオジェニック㈱及び子会社昆明白鴎微藻技術有限公司の主要製品である微細藻類の培養による有用物質

（アスタキサンチン）は、製造販売の目処がついたため、当連結会計年度より環境関連事業に区分しておりますが、

本格的な製造販売は平成18年3月期となるため、当連結会計年度においては、売上高は計上されず営業費用のみ227百

万円を環境関連セグメントに含めております。また、中央研究所の新設等により研究開発費の総額が706百万円とな

ったこと、さらに子会社イージェイ㈱における原油価格の高騰による運送費用上昇の影響から、環境関連セグメント

全体では、営業損失67百万円となりました。 

（水処理関連） 

 ①受注高 

 ５月に国土交通省から受けた営業停止処分により、各自治体から一定期間の指名停止処分の影響を受け、連結受注

高は6,782百万円となりました。 

 ②売上高 

 下水道処理人口普及率の低い地方中小都市への地域密着営業を推進するとともに、メンテナンス・維持管理事業の

強化を図り収益獲得に努めた結果、連結売上高は9,906百万円となりました。   

  ③営業利益 

 指名停止処分の影響はあったものの地方中小都市での下水道関連及びメンテナンス・維持管理業務での収益貢献の

結果、営業利益は1,123百万円となりました。 



（風水力冷熱機器等関連） 

 ①受注高 

 景気が回復基調にあることから、設備投資意欲の復調が見られるＩＴ・半導体・液晶工場向けに拡販を強化すると

ともに地方の都市再開発案件の獲得にも注力した結果、連結受注高は9,706百万円となりました。 

 ②売上高 

 民需工場向けや都市再開発案件の獲得が堅調だったことに加え、商業施設、遊戯施設向けのリニューアル案件も堅

調で連結売上高は10,275百万円となりました。 

 ③営業利益 

 都市再開発関連及び商業施設、遊戯施設向けのリニューアル関連での収益貢献の結果、営業利益は409百万円とな

りました。 

 以上の結果、当社グループの連結受注高は22,829百万円、連結売上高は26,270百万円、営業利益は774百万円とな

りました。また、経常利益は営業外収益において投資有価証券の売却益561百万円などを計上した結果、1,405百万円

となり、特別損失において工事損失引当金繰入額224百万円を計上したことなどから当期純利益は611百万円となりま

した。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は2,359百万円となり、前連結会計年度よ

り240百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は524百万円となりました。税金等調整前当期純利益1,242百万円を計上したこと、た

な卸資産が237百万円減少したこと、また未払消費税等が290百万円増加したこと及び工事損失引当金232百万円を計

上したことが主な増加要因であり、一方、投資有価証券売却益642百万円を計上したこと、売上債権が514百万増加し

たこと、また前受金が548百万円減少したことが主な減少要因であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

  投資活動の結果使用した資金は461百万円となりました。有形固定資産の取得による支出674百万円、投資有価証券

の取得による支出2,522百万円、投資有価証券の売却による収入2,879百万円のほか、その他の支出125百万円が主な

要因であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  財務活動の結果得られた資金は169百万円となりました。短期借入金純増加額460百万円、配当金の支払額269百万

円が主な要因であります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

 前連結会計年度は、決算期変更に伴い９か月決算となったことから、下記(3）①の受注残高を除き、当連結会計年

度との前年同期比較は行っておりません。 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は生産価格によっております。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は仕入価格によっております。 

(3）受注実績 

 当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

① 受注実績 

 （注）金額は販売価格によっております。 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

前年同期比（％） 

環境関連（百万円） 4,003 － 

水処理関連（百万円） 6,317 － 

風水力冷熱機器等関連（百万円） 2,515 － 

合計（百万円） 12,835 － 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

前年同期比（％） 

環境関連（百万円） － － 

水処理関連（百万円） 1,386 － 

風水力冷熱機器等関連（百万円） 6,128 － 

合計（百万円） 7,514 － 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

環境関連 6,339 － 3,092 108.9 

水処理関連 6,782 － 5,752 64.8 

風水力冷熱機器等関連 9,706 － 3,238 85.1 

合計 22,829 － 12,083 77.8 



② 受注先別実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．総販売実績に対する販売割合が、10％以上の相手先はありません。 

２．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

３【対処すべき課題】 

 予断が許されない経営環境の下で、社会的使命として環境保全に貢献することはもちろん、利益成長により企業価

値（株主価値）を高めることを目的とし、以下の課題に取り組んでまいります。 

 ① コーポレートガバナンス及びコンプライアンスの強化、タイムリーなディスクロージャーを一層推進することな

どにより内部統制の強化及び経営の健全性・透明性のレベルアップを図る。 

 ② 受注高及び売上高の官公庁依存度が高く、公共予算縮減などの影響を受ける可能性があるため、積極的に民間需

要の開拓を行う。 

 ③ 売上高の集中月があるため、消耗品・消耗剤分野の拡大、Ｏ＆Ｍ（オペレーション＆メンテナンス）事業の拡大

などを行うことにより、売上高の平準化とキャッシュフローの安定化を目指す。 

 ④ 価格競争の激化や原材料価格の上昇に対応するため、技術の研鑽による原価低減や仕入先の多様化を図る。  

 ⑤ 新製品の開発スピードをアップするため、人材育成に努めるほか有能な人材の導入を図るとともに外部研究機関

との技術提携及び共同研究の強化を図る。  

 ⑥ 子会社バイオジェニック㈱において手掛けている「アスタキサンチン」の早期販売開始を目指し、子会社昆明白

鴎微藻技術有限公司における生産設備の拡充と営業体制の強化を行う。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）  前年同期比（％）

環境関連 4,065 2,274 6,339 － 

水処理関連 6,504 277 6,782 － 

風水力冷熱機器等関連 2,127 7,579 9,706 － 

合計 12,697 10,131 22,829 － 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）  前年同期比（％）

環境関連 3,882 2,206 6,088 － 

水処理関連 9,724 182 9,906 － 

風水力冷熱機器等関連 1,827 8,448 10,275 － 

合計 15,433 10,837 26,270 － 



４【事業等のリスク】 

 以下においては、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項を記載しております。また、必ずしも上記のようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家の投資判

断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示してお

ります。 

 当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針でありますが、当社株式に関する投資判断は、本頁及び本書中の本頁以外の記載内容も併せて、慎重に検討

したうえで行われる必要があります。なお、以下の記載は当社株式への投資に関するリスクをすべて網羅するも

のではありませんので、この点ご留意下さい。 

 なお、以下の事項には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、有価証券報告書提出日（平成18

年３月28日）現在において当社グループが判断したものであります。 

  

１．官公庁への依存について 

 当社グループは、最近５連結会計年度における受注高及び売上高の官公庁依存度が下記のとおり高い水準にな

っており、公共投資予算の抑制や公共工事コストの縮減策によって、当社グループの受注状況及び損益が影響を

受ける可能性があります。 

 当社グループでは、オゾン・脱臭・水処理・資源再利用などの「環境関連」分野における技術開発力及び新製

品開発力の強化により積極的な民需の開拓を行い、安定した受注及び収益の向上に努める方針であります。 

①受注先別実績 

(注)当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

②販売先別実績 

(注)１．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

  ２．平成16年12月期は、決算期変更に伴い９か月決算となっており、官公庁の売上高が集中する２月及び３月を

含まないため、官公庁の比率が低くなっております。 

２．市場環境について 

 当社グループでは、市場環境の変化に対応すべく製品開発力を強化しておりますが、民間設備投資の動向、新

規参入業者の増加等による価格競争激化、原材料価格の変動など急激な市場環境の変化は、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。  

  官公庁(百万円)  民間(百万円)  計(百万円) 官公庁比率(％) 

平成14年３月期 15,422 9,650 25,073 61.5 

平成15年３月期 16,149 12,337 28,486 56.7 

平成16年３月期 12,199 12,635 24,835 49.1 

平成16年12月期 11,870 8,461 20,332 58.4 

平成17年12月期 12,697 10,131 22,829 55.6 

  官公庁(百万円)  民間(百万円)  計(百万円) 官公庁比率(％) 

 平成14年３月期 19,436 9,346 28,782 67.5 

 平成15年３月期 14,147 10,951 25,098 56.4 

 平成16年３月期 14,166 12,386 26,552 53.4 

 平成16年12月期 4,236 7,935 12,172 34.8 

 平成17年12月期 15,433 10,837 26,270 58.7 



３．業績の季節的変動及び決算期変更について 

 「１．官公庁への依存度について」で記載のとおり官公庁依存度が高いことから、下記のとおり売上高が決算

期変更前の平成16年３月期までは下期(２月及び３月)、決算期変更後の平成17年12月期は上期(２月及び３月)に

著しく集中する季節的変動があります。  

（注）１．下期の数値は、通期の数値から上期の数値を差し引いたものであります。 

２．平成16年12月期は、決算期変更により９か月決算となったため、上期は４月から９月、下期は10月か

ら12月の３か月間となっており、下期には売上高の集中する２月及び３月を含んでおりません。 

 当社グループでは、上記のとおり平成16年３月期までは下期(２月及び３月)に売上高が集中する傾向にあるた

め、従来の３月決算では期初における業績予測を立てにくい状況にありました。そこで、業績予測の精度を高め

るとともに、経営活動の更なる合理化とより適切な情報開示を図ることを目的とし、前連結会計年度（平成16年

12月期）より売上高の比率が高い時期を上半期とする会計年度（毎年１月１日から12月31日）に変更いたしまし

た。この変更によっても２月及び３月に売上高が集中する傾向は変わりませんが、年間を通じて売上高を平準化

させるために、民需比率を高めるとともに消耗品ビジネスやオペレーション＆メンテナンス等の事業を拡大させ

ていく方針であります。 

  

４．株式会社荏原製作所グループ会社との取引関係について 

 当社グループは、荏原製作所グループ会社（以下㈱荏原製作所及び同社の関係会社をいう。）と販売代理店契

約を締結して風水力冷熱機器など荏原製作所グループ会社製品の仕入・販売を行うとともに、環境関連装置、水

処理施設など各種プラント類の施工では荏原製作所グループ会社から機器材料を調達するなど継続的な事業上の

関係があります。 

 最近５連結会計年度における製品及び工事売上原価、商品仕入高に占める荏原製作所グループ会社の割合は、

以下のとおりであります。 

  平成14年３月期  平成15年３月期  

  上期 下期 通期  上期  下期 通期  

売上高（百万円） 7,781 21,001 28,782 6,498 18,600 25,098 

上下比率(％) 27.0 73.0 100.0 25.9 74.1 100.0 

経常利益（百万円） △737 2,312 1,575 △882 1,872 990 

  平成16年３月期  平成16年12月期  

  上期 下期 通期  上期  下期 通期  

売上高（百万円） 7,841 18,711 26,552 6,330 5,841 12,172 

上下比率(％) 29.5 70.5 100.0 52.0 48.0 100.0 

経常利益（百万円） △259 2,170 1,911 △931 22 △909 

  平成17年12月期  

  上期 下期 通期  

売上高（百万円） 15,027 11,243 26,270 

上下比率(％) 57.2  42.8  100.0  

経常利益（百万円） 884 521 1,405 



 荏原製作所グループ会社との取引関係は、今後も安定的に推移するものと判断しておりますが、荏原製作所グ

ループ会社との代理店基本契約等が延長されなかった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

５．製造について 

 当社は、自社の生産設備を保有しない、いわゆるファブレス企業であり、環境関連製品の製造を外部委託して

おります。当社では、約70社にわたる製造委託先を保有していること、また、製品製造に必要な技術及びデータ

はすべて当社が管理しているため、特定の製造委託先への製造委託が不可能になった場合でも、短期間で代替の

製造委託先を選定し製品供給を再開することができると認識しております。 

 生産設備を保有しないことで経営資源を研究開発に集中させることができますが、一方で、十分な製造委託先

の確保が出来ない場合などには、製品の供給が受けられなくなる可能性があります。かかる場合には、当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。 

６．関係会社の業績について 

 当社グループは、健康食品や飲料・化粧品の原材料となる微細藻類の培養による「アスタキサンチン」（抗酸

化能力をもつ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）の大量培養化、低価格による供給を目的と

して設立されたバイオジェニック㈱を平成15年６月に子会社化しました。当該子会社は、「アスタキサンチン」

を含有する植物プランクトンの効率的な大量培養研究の結果、製品販売の目処をつけ、平成16年４月より製品の

サンプル配布を開始し、平成16年７月には中華人民共和国雲南省にバイオジェニック㈱が100％出資する昆明白鴎

微藻技術有限公司を設立し、平成17年８月に生産設備を建設しました。 

 しかしながら、本格的な生産販売開始は平成18年３月以降を予定しており、その間に予測と異なる状況が発生

するなどにより、計画通り事業展開ができない可能性があります。かかる場合には、当社グループの中期経営計

画（平成16年３月期から平成20年12月期）に影響を与える可能性があります。  

７．海外事業展開におけるカントリーリスクについて 

 当社グループの昆明白鴎微藻技術有限公司は、中華人民共和国雲南省において生産活動を行っております。当

該国において政治、経済等の状況の変化、自然災害等何らかの要因により生産活動が困難になった場合、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。 

   平成14年３月期  平成15年３月期  平成16年３月期  平成16年12月期 

 Ａ 荏原製作所グループ会社(百万円) 6,525 5,408 4,133 1,557 

 Ｂ 製品及び工事売上原価 (百万円) 16,942 13,522 14,200 6,392 

Ａ／Ｂ     (％) 38.5 40.0 29.1 24.4 

 Ｃ 荏原製作所グループ会社(百万円) 4,561 4,349 4,776 2,420 

 Ｄ 商品仕入高           (百万円) 6,116 6,270 6,759 3,456 

Ｃ／Ｄ     (％) 74.6 69.4 70.7 70.1 

   平成17年12月期 

 Ａ 荏原製作所グループ会社(百万円) 4,262 

 Ｂ 製品及び工事売上原価 (百万円) 12,998 

Ａ／Ｂ     (％)  32.8 

 Ｃ 荏原製作所グループ会社(百万円) 5,182 

 Ｄ 商品仕入高          (百万円) 7,514 

Ｃ／Ｄ     (％) 68.7 



８．環境法規制について 

 当社グループは、環境法規制の強化に対応した製品の開発に経営資源を集中させており、食品リサイクル法を

はじめとした数々の環境法規制の強化は、当社グループの成長要因のひとつとなっております。 

 しかしながら、環境法規制の強化に対応した魅力ある製品を開発できない場合には、将来の成長性を低下さ

せ、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

９．法的規制について 

 当社グループは、建設業法、製造物責任法、計量法、産廃物の処理及び清掃に関する法律、高圧ガス保安法、

毒物及び劇物取締法等さまざまな法規制の適用を受けております。 

 当社グループでは法令遵守の徹底を図っておりますが、結果的に関連する各種法規則等に抵触した場合や法令

の改正等があった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

10．国土交通省からの行政処分について 

 当社は、平成17年４月25日に建設業法第22条第１項違反（工事を一括して建設業者へ請け負わせたこと）によ

り、国土交通省から建設工事に係わる営業停止処分を受けました。 

営業停止処分の内容 

(1)対象地域:大阪府、京都府、兵庫県、和歌山県、奈良県、滋賀県、福井県の２府５県 

(2)対象業種:電気工事、管工事、機械器具設置工事、水道工事の４業種 

(3)対象工事:公共工事に係るもの又は民間工事であっても補助金の交付を受けているもの 

(4)営業停止期間:平成17年５月10日から平成17年５月24日までの15日間 

 コンプライアンスがより厳しく求められている状況下、今般の国土交通省の処分は当社経営にとって重大なこ

とと重く受け止めております。業務の流れを全面的に見直し、今後二度と起こらないような管理体制を構築して

おります。 

 具体的には以下のとおりであります。 

①業務管理体制の整備 

 これまでは各施工部門がそれぞれ施工を運営・管理する体制でしたが、以降、従来労働安全のみを所管してい

た「安全室」を改組して「工事安全統括室」とし、各部門の施工体制について全社横断的にチェックし、随時必

要な指示、指導を行うようにしました。 

②研修・教育の徹底 

 (a)年一回の「工事安全衛生会議」（工事を行う全部門の工事責任者が出席）においての研修 

 (b)３ヶ月毎に開催される各本部会議における研修 

 (c)その他、「工事安全統括室」から随時、建設業法及び関係法令に関する情報の提供及び必要な指示 

 また、今回の国土交通省からの処分に関連して、333の自治体から指名停止処分を受けました。 

 これらの処分による受注高の減少等により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。  

11．工事損失について 

 当社グループ製品の製造・販売及び各種プラント類の設計・施工においては、顧客の要望に応えるよう品質、

機能、安全性、納期等に万全を期していますが、販売した製品及び設計・施工したプラント類の不具合や納期遅

延等により、追加工事・追加費用の発生、顧客への補償等の費用負担の発生、さらには顧客等に損害を与え損害

賠償請求等の訴訟や係争が生じる可能性があります。これらが生じた場合には、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。 

 なお、当連結会計年度において、工事損失に備えるため、新たに工事損失引当金232百万円を設定しておりま

す。 

12．訴訟について 

 平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラン

トに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されております。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、現在も検収

条件である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当該設

備の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百万円を

当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 



 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任はな

く、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張していく所存であります。しかし、当該訴

訟は提起されたばかりであり、今後の動向は不透明であります。仮に当社にとって不利な判決が下された場合

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

相手方の名称 契約の内容 備考 契約期間 

株式会社 

荏原製作所 

同社の製品販売に対する営業協力、援助、代理店

に関する基本契約 

広域代理店基本

契約 

契約日平成４年11月１日

から平成６年３月31日以

後１か年ごとに自動延長 

同社機械事業本部の汎用及び産業機器などの販売

に関する契約 
特約代理店契約 

契約日平成10年６月19日

から３か年以後１か年ご

とに自動延長 

同社風水力事業本部・システム事業統括が扱う風

水力システム製品（エンジニアリング及び付帯工

事共）の取引についての基本契約 

代理店基本契約 

平成13年10月１日から平

成15年９月30日以後１か

年ごとに自動延長 

当社が開発した腐植質を用いた下水汚泥改質装置

を同社が下水道施設に販売するための優先的権利

を付与する販売協定書 

販売協定 

平成13年４月１日から２

か年以後１か年ごとに自

動延長 

荏原汎用送風機 

株式会社 
同社の汎用及び産業機器などの販売に関する契約 特約代理店契約 

契約日平成12年４月１日

から３か年以後１か年ご

とに自動延長 

荏原テクノサーブ 

株式会社 
同社の汎用及び産業機器などの販売に関する契約 特約店基本契約 

契約日平成12年４月１日

から３か年以後１か年ご

とに自動延長 



６【研究開発活動】 

(1) 方針及び目的 

当社グループの研究開発は、「豊かな人間環境の創造を目指して社会に貢献する」という経営理念に基づき、主

としてオゾン・脱臭・水処理・資源再利用という「環境関連」事業に係わる分野において製品開発を行っておりま

す。 

 川崎市麻生区に新たに建設した中央研究所では、脱臭剤・脱臭装置・機能性食品・遺伝子増幅にかかわる基礎研

究及び製品開発を、川崎市中原区の川崎研究所では、オゾン関連機器にかかわる基礎研究及び製品開発を行ってお

ります。また、埼玉県北葛飾郡の埼玉研究所では、脱臭剤及び脱臭装置などにかかわる研究開発と実証実験を行っ

ております。 

 さらに、子会社バイオジェニック㈱及び子会社昆明白鴎微藻技術有限公司では、健康食品や飲料・化粧品の原材

料となる物質「アスタキサンチン」（抗酸化能力をもつ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）の

大量培養研究を行っております。 

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は731百万円であります。 

(2) 主な研究開発の成果 

以下は、全て環境関連事業に係わる分野における研究開発の成果であります。 

・慶応大学と共同で下水処理場、雨水排水施設、ビルピットなどに使用可能な脱臭フィルター「ＥＫＯフィルター」

を開発し、市場投入しました。 

・主に下水処理場向けに使用される「ボエフ脱臭剤シリーズ」の新たなラインナップとして、海外原料を用いた廉価

な「ボエフＸ５」の開発に着手し、試作品を完成させました。 

・農林水産省の提唱する「食の安全・安心確保技術」というテーマに対して、「食品製造工場におけるオゾンガスを

用いた工場全体の効率的かつ安全な殺菌システムの開発」について、同省の補助事業としての研究過程が終了し、

作製した実証機をもとにデータ検証を行っております。 

・半導体・液晶分野の絶縁形成や洗浄工程におけるオゾンの常時監視を行うことを目的に高精度オゾンリークモニタ

ー「ＥＧ－700ＥⅡ／Ⅲ」を開発しました。 

・子会社バイオジェニック㈱が手掛ける健康食品や飲料・化粧品の原材料となる物質「アスタキサンチン」（抗酸化

能力をもつ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）について、大量生産に関する技術確立に目処が

ついたため、子会社昆明白鴎微藻技術有限公司（中華人民共和国雲南省昆明市）において生産設備を建設し、本格

生産を開始しました。現在は、当社中央研究所及び中国の生産工場において、「ヘマトコッカス藻が含有するアス

タキサンチン濃度の向上」に関する研究を行っております。 

・子会社イージェイ㈱が手掛ける「生分解性プラスチック緩衝材」に関し、従来の「バラ状緩衝材」の応用研究に加

え、「板状緩衝材」の開発が完了し、市場投入しました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年3月28日）現在において、当社グループが

判断したものであります。 

 なお、前連結会計年度は決算期変更に伴い９か月決算となったため、前連結会計年度との業績比較は行っており

ません。 

(1)当連結会計年度の経営成績の分析 

①概要  

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績の好転から設備投資の回復や個人消費の好転など一部に好況感

も見られましたが、当社グループを取り巻く環境装置業界は、公共事業予算の縮減や計画の見直し、民需において

は価格競争の長期化など、引き続き厳しい状況で推移しました。 

 このような事業環境の下で、環境重視の新製品の発売、新たなリサイクルビジネスの開始、子会社における抗酸

化物質「アスタキサンチン」の本格的な生産の開始、海外企業とのアライアンスなどを行ってきました。 

②受注高について 

環境関連事業においては、栽培漁業関連、子会社イージェイ㈱の手掛ける生分解性プラスチック緩衝材事業が堅

調に推移したものの計画していた大型排水処理案件の翌連結会計年度へのずれ込み、海外からの医療関連機器の導

入の遅れなどから厳しい面がありました。 

 水処理関連事業においては、平成17年5月に国土交通省から受けた営業停止処分により、各自治体から一定期間

の指名停止処分を受けたことが大きく受注高に影響を与えました。 

 風水力冷熱機器等関連事業においては、設備投資意欲の復調が見られるＩＴ・半導体・液晶工場向けの案件及び

都市再開発案件が堅調に推移しました。 

 この結果、受注高は22,829百万円に留まり、９か月決算の前連結会計年度を除く過去５連結会計年度の平均受注

高27,491百万円を下回ることとなりました。 

③売上高について 

環境関連事業においては、生分解性プラスチック緩衝材事業やボエフ脱臭剤は堅調に推移したものの、脱臭案件

の小型化や医療関連機器の導入の遅れ、乾燥装置分野の競争激化など厳しい面がありました。 

 水処理関連事業においては、下水処理普及率の低い地方中小都市への営業推進、メンテナンス・維持管理業務の

強化などが成果をあげましたが、営業停止処分に伴い各自治体から指名停止処分を受けたことが売上高に影響を与

えました。 

 風水力冷熱機器等関連事業においては、都市再開発案件及び商業施設、遊戯施設向けのリニューアル案件が堅調

に推移しました。 

 この結果、売上高は26,270百万円となり、９か月決算の前連結会計年度を除く過去５連結会計年度の平均売上高

27,511百万円を若干下回ることとなりました。 

④売上総利益について  

売上総利益は5,684百万円となり売上総利益率は21.6％となりました。これは９か月決算の前連結会計年度を除

く過去５連結会計年度の平均売上総利益率19.9％から1.7％上昇しております。 

 今後、売上総利益率の高い自社製品の拡大により、売上総利益率の更なる上昇を目指していくことが当社グルー

プの戦略のひとつであります。 

⑤販売費及び一般管理費について 

子会社バイオジェニック㈱及び子会社昆明白鴎微藻技術有限公司における本格的な生産開始に至るまでの費用、

中央研究所新設に伴う研究開発費の増加、人員数増加（前連結会計年度比54人増加）に伴う人件費の増加などによ

り販売費及び一般管理費は4,910百万円となり、営業利益は774百万円となりました。 

⑥経常利益について 

営業外収益として、投資有価証券売却益561百万円、不動産賃貸収入102百万円等を計上したことから、経常利益

は1,405百万円となりました。 

⑦税金等調整前当期純利益、当期純利益について 

特別利益として投資有価証券売却益80百万円を計上したものの、損失が見込まれる手持工事が発生したため、工

事損失引当金繰入額224百万円を特別損失として計上した影響もあり税金等調整前当期純利益は1,242百万円、当期

純利益は611百万円となりました。  



(2)当連結会計年度の財政状態の分析 

①資産、負債及び資本の状態  

総資産は、前連結会計年度末と比べ1,212百万円増加し、21,174百万円となりました。当社中央研究所の建設及 

び子会社昆明白鴎微藻技術有限公司の生産設備の建設により、有形固定資産が568百万円増加したこと、また株式

時価の上昇等により投資有価証券が206百万円増加したこと、さらに現金及び預金が241百万円、受取手形及び売掛

金が514百万円増加したことが主な増加要因であり、繰越欠損金の解消、貸倒引当金繰入限度超過額の減少、株式

時価の上昇等により繰延税金資産が440百万円減少したことが主な減少要因であります。 

 負債は、前連結会計年度末と比べ687百万円増加し、13,917百万円となりました。業容拡大に伴う資金需要によ

り、短期借入金が260百万円、長期借入金が176百万円それぞれ増加したこと、また税金等調整前当期純利益の増加

により未払法人税等が263百万円、未払消費税等が191百万円それぞれ増加したこと、さらに受注工事の損失に備え

るため、工事損失引当金232百万円を計上したことが主な増加要因であり、大口手持工事の売上計上により前受金

が548百万円減少したことが主な減少要因であります。 

 資本は、前連結会計年度末に比べ521百万円増加し、7,246百万円となりました。利益処分による配当金の支払額

269百万円があったものの、当期純利益611百万円の計上に加え、株式時価の上昇によりその他有価証券評価差額金

が141百万円増加したことが主な要因であります。 

②キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、「第２事業の状況 １業績等の概要

（２）キャッシュ・フローの状況」に記載したとおりであります。 

 なお、当社グループのキャッシュ・フローの指標のトレンドは、下記のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。    

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債

を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用

しております。    

４．平成15年３月期及び平成16年12月期は、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスであるため債務償

還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオを記載しておりません。 

  

  平成13年３月期 平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成16年12月期 平成17年12月期

自己資本比率(％) 20.7 24.5 27.2 30.2 33.7 34.2 

時価ベースの自己

資本比率(％) 
26.2 31.8 25.6 40.1 47.7 77.4 

債務償還年数(年) 2.7 6.7 － 7.2 － 3.9 

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ(倍) 
16.3 9.8 － 10.5 － 27.7 



(3) 戦略的現状と見通し 

企業収益の改善による設備投資や個人消費の緩やかな回復など景気浮揚の兆しが見え始めているものの、当社グ

ループを取り巻く環境装置機械業界は、公共予算の縮減や計画の見直しなどの影響を受け、引き続き厳しい状況で

推移しております。 

 このような事業環境の下で、当社グループは社会的使命として環境保全に貢献することはもちろん、利益成長に

より企業価値を高めることを目的として、次のような戦略を展開してまいります。 

①研究開発型ファブレス企業の優位性を更に強化する。  

②自社開発製品である「環境関連製品」の売上総利益割合を50％以上に高める。 

③独自の技術とノウハウで国際的な競争力を持つ新事業を創出する。 

更に、上記戦略を展開していくために平成18年12月期は具体的に以下の項目に注力いたします。  

①ボエフ脱臭分野における脱臭剤「ＥＰＸ１」の拡販及び新脱臭剤・ＶＯＣ脱臭に関する研究開発 

②医療・環境分野における新製品「非接触式体温計 サーモフォーカス」の拡販 

③資源リサイクル分野における流通販売ビジネスの強化 

④クリーンエア関連製品の拡販 

⑤生分解性プラスチック分野における西日本エリアへの拡販及び用途開発 

⑥機能性食品分野における「アスタキサンチン」の生産量拡大及び拡販 

⑦水処理関連事業におけるサービス事業（維持管理・メンテナンス）の拡大 

⑧風水力冷熱機器等関連事業におけるリニューアル案件の獲得及び「Ｋターボブロワ」の拡販 



第３【設備の状況】 
当社グループは、消費税等の会計処理につき税抜方式を採用しているため、以下の記載金額には消費税等は含まれ

ておりません。 

１【設備投資等の概要】 

  当社グループは、メーカー事業の拡大及び新製品・新事業の創出のスピードアップと、更なる研究開発の強化を図

るため総額675百万円の設備投資を実施しました。 

  主な設備投資は、次のとおりです。 

 当社 中央研究所 研究棟        230百万円 

 昆明白鴎微藻技術有限公司 生産設備   401百万円  

  なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当連結会計年度末における主要な設備は以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 （注）１．金額は平成17年12月末の帳簿価額であります。 

２．上記中（ ）書は、内書で賃貸中のものであり、貸借対照表上、賃貸用不動産として表示しております。 

３．従業員数の（ ）書は、臨時雇用者数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）の年間の平均

人員を外書で記載しております。 

４．川崎研究所には、オゾン事業部が設置されております。 

また、埼玉研究所は、当社の技術開発部門と営業部門の技術者等が機器の研究開発・実証実験を行うための

施設であります。 

  （平成17年12月31日現在）

事業所 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備内容 

建物 

及び 

構築物 

(百万円) 

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器具備品

  

(百万円) 

土地 

合計 

(百万円) 

従業 

員数

（人） 
面積 

（㎡） 

金額 

(百万円) 

本社 

(東京都中央区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連・ 

全社 

統括業務、 

営業設計、 

生産管理、 

営業、賃貸 

241 

(41)
2 

12 

(0)

395.87 

(69.73)

599 

(70)

857 

(111)

156 

( 26)

静岡支社 

(静岡市駿河区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連 

営業 47 － 0 211.96 89 137 
15 

(  5)

関東支社 

(さいたま市浦和区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連・ 

全社 

営業、賃貸 
150 

(93)
－ 1 

231.40 

(138.84)

196 

(117)

348 

(210)

18 

(  4)

神奈川支社 

(川崎市川崎区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連 

営業 41 － － 77.36 0 42 
14 

( 12)

川崎研究所 

(川崎市中原区) 
環境関連 

総合研究、 

生産管理、 

設計 

67 0 5 1,251.24 26 100 
21 

(  8)

中央研究所  

(川崎市麻生区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連 

総合研究 219 0 5 － － 225 
9 

(  3)

埼玉研究所 

(埼玉県北葛飾郡鷲

宮町) 

環境関連 実証実験 4 － 0 215.28 20 25 
－ 

(  -)

八丁畷レジデンス 

(川崎市川崎区) 
全社 賃貸 

188 

(188)
－ － 

386.80 

(386.80)

4 

(4)

193 

(193)

－ 

(  -)

保養所 

(静岡県伊東市他) 
全社 厚生施設 70 － 0 1,089.66 44 115 

－ 

(  -)



(2) 国内子会社 

 （注）１．金額は平成17年12月末の帳簿価額であります。 

２．上記中（ ）書は、内書で賃貸中のものであり、貸借対照表上、賃貸用不動産として表示しております。 

３．従業員数の（ ）書は、臨時雇用者数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）の年間の平均

人員を外書で記載しております。 

(3) 在外子会社 

 （注）１．金額は平成17年12月末の帳簿価額であります。 

２．従業員数の（ ）書は、臨時雇用者数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）の年間の平均

人員を外書で記載しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図って

おります。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  （平成17年12月31日現在）

会社名 

（本社所在地） 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備内容 

建物 

及び 

構築物 

(百万円) 

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器具備品

  

(百万円) 

土地 

合計 

(百万円) 

従業 

員数

（人） 
面積 

（㎡） 

金額 

(百万円) 

㈱エバジツ 

(東京都大田区) 

風水力冷熱機

器等関連 

統括業務、 

営業、賃貸 

189 

(139)
－ 

3 

(0)

1,330.95 

(1,056.84)

76 

(71)

269 

(212)

48 

(  2)

イージェイ㈱ 

(神奈川県海老名市) 
環境関連 

統括業務、 

製造、営業 
9 10 0 － － 20 

14 

( 16)

  （平成17年12月31日現在）

会社名 

（本社所在地） 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備内容 

建物 

及び 

構築物 

(百万円) 

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器具備品

  

(百万円) 

土地 

合計 

(百万円) 

従業 

員数

（人） 
面積 

（㎡） 

金額 

(百万円) 

昆明白鴎微藻技術

有限公司 

(中華人民共和国雲

南省昆明市) 

環境関連 
統括業務、 

製造、営業 
119 93 114 － － 326 

31 

( 14)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

 普通株式 20,000,000 

計 20,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年３月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容

普通株式 6,640,000 6,640,000 東京証券取引所市場第一部 

権利内容に何ら
限定のない当社
における標準と
なる株式 

計 6,640,000 6,640,000 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数(株) 

発行済株式総数
残高(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金増減
額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

平成13年２月16日 

（注） 
500,000 6,640,000 277 957 277 787 

発行価額 1株につき 1,108円 

資本組入額       554円 

発行価格 1株につき 1,197円 

払込金総額     554百万円 



(4) 【所有者別状況】 

(注)自己株式302,910株は、「個人その他」に3,029単元及び「単元未満株式の状況」に10株を含めて記載しております。

(5) 【大株主の状況】 

 （注）１．上記大株主以外に当社が302,910株（持株比率4.56％）を自己株式として保有しております。 

２．上記所有株式数のうち、役員持株会を通じて所有している株式数は以下のとおりであります。  

水島力夫   473株 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 34 11 49 24 2 4,490 4,610 － 

所有株式数

（単元） 
－ 19,235 136 8,556 1,955 2 36,499 66,383 1,700 

所有株式数の

割合（％） 
－ 28.97 0.20 12.89 2.94 0.00 55.00 100.00 － 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

株式会社荏原製作所 東京都大田区羽田旭町11番１号 550,000 8.28 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 455,700 6.86 

水島力夫 東京都杉並区高井戸東４丁目５番19号 409,973 6.17 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 306,000 4.61 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 265,000 3.99 

イワキ興産株式会社 東京都中央区銀座６丁目16番10号 234,600 3.53 

清水暎夫 横浜市港北区綱島西３丁目13番13号 180,080 2.71 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 176,400 2.66 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社(三井アセット信託銀行再信託

分・ＣＭＴＢエクイティインベストメ

ンツ株式会社信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 150,000 2.26 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 150,000 2.26 

計 － 2,877,753 43.34 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   302,900 － 
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式 6,335,400   63,354 同上 

単元未満株式  普通株式     1,700 － 一単元（100株）未満
の株式 

発行済株式総数 6,640,000 － － 

総株主の議決権 － 63,354 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

荏原実業株式会社 
東京都中央区銀座

七丁目14番１号 
302,900 － 302,900 4.56 

計 － 302,900 － 302,900 4.56 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 利益配分については、株主の皆様に対して安定的配当を継続して実施することを経営の重要課題としております。さら

に内部留保にも意を用い研究開発、設備投資に備えるなどして、業績の向上と財務体質の強化に努めることを基本方針と

しております。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり普通配当34円（うち中間配当17円）及び創業60周年記念配当

3円の合計37円を実施することを決定いたしました。 

 なお、第67期の中間配当についての取締役会決議は平成17年８月10日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．当社株式は、平成10年11月９日日本証券業協会において店頭売買銘柄として登録され、平成13年２月16日東

京証券取引所市場第二部に、平成16年３月１日東京証券取引所市場第一部に上場されております。 

最高・最低株価は平成10年11月９日から平成13年２月15日までは日本証券業協会によるものであり、平成13

年２月16日から平成16年２月29日までは東京証券取引所市場第二部におけるもの、平成16年３月１日以降は

東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

また、重複している第62期のうち※は日本証券業協会による最高・最低株価であります。 

２．第66期は、決算期の変更により平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間となっております。

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期 第67期

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成16年12月 平成17年12月

最高（円） 
※1,700 

1,299 
1,420 1,410 1,692 1,755 2,700 

最低（円） 
※1,150 

1,001 
1,000 920 940 1,302 1,451 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 2,120 1,889 2,080 2,455 2,400 2,700 

最低（円） 1,821 1,781 1,850 2,050 2,195 2,315 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

取締役社長 

(代表取締役) 
  水島 力夫 大正15年９月15日生

昭和18年12月 株式会社荏原製作所入社 

昭和21年11月 当社入社 

昭和29年１月 取締役 

昭和41年２月 専務取締役 

昭和53年７月 代表取締役副社長 

昭和55年３月 代表取締役社長（現任） 

410 

取締役副社長 

(代表取締役) 

管理統括・  

新事業推進室統

括  

鈴木 久司 昭和14年11月30日生

昭和34年１月 株式会社北辰電機製作所入社 

昭和35年３月 株式会社旭通信機製作所入社 

昭和36年９月 当社入社 

昭和58年11月 取締役 

昭和61年12月 常務取締役 

平成２年３月 専務取締役 

平成３年10月 オゾン事業部統括 

平成５年12月 代表取締役（現任） 

平成５年12月 管理統括（現任） 

平成12年２月 取締役副社長（現任） 

平成13年４月 環境開発本部統括 

平成14年10月 新事業推進室統括（現任） 

121 

専務取締役 

(代表取締役) 
 営業統括 飯沢 不二雄 昭和19年７月31日生

昭和43年４月 当社入社 

平成２年12月 取締役 

平成５年12月 常務取締役 

平成10年５月 専務取締役（現任） 

平成11年６月 執行役員 

平成13年４月 営業統括 

平成13年６月 代表取締役（現任） 

平成13年９月 中央研究所統括 

平成14年４月 環境システム本部長 

平成15年４月 環境事業本部長 

平成17年６月 営業統括（現任） 

25 

常務取締役 

執行役員・  

営業副統括・  

産業ソリューシ

ョン本部長  

熊倉 良一 昭和23年12月９日生

昭和46年４月 当社入社 

平成元年４月 官公需営業部長 

平成３年12月 取締役 

平成10年５月 常務取締役 

平成10年５月 環境開発本部長 

平成11年６月 執行役員（現任） 

平成12年５月 中央研究所統括 

平成14年４月 営業副統括 

平成15年４月 取締役 

平成15年４月 産業システム本部長 

平成16年５月 専務取締役 

平成16年５月 営業統括 

平成17年６月 常務取締役（現任） 

平成17年６月 営業副統括（現任） 

平成17年６月 環境ソリューション本部長 

平成17年12月 産業ソリューション本部長（現任） 

30 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

常務取締役 

執行役員・ 

営業副統括・ 

環境設備本部長 

佐藤 善伸 昭和31年２月23日生

昭和53年３月 当社入社 

平成７年７月 建築設備営業部長 

平成10年５月 環境設備第１営業部長 

平成11年６月 執行役員（現任） 

平成11年７月 環境設備本部長（現任） 

平成14年６月 取締役 

平成16年５月 常務取締役（現任） 

平成16年５月 営業副統括（現任） 

10 

常務取締役 

執行役員・  

営業副統括・ 

環境システム本

部長  

志村 修三 昭和22年９月12日生

昭和41年４月 当社入社 

平成元年３月 盛岡営業所長 

平成７年１月 東北支社長 

平成12年２月 執行役員（現任） 

平成15年４月 環境システム本部長 

平成15年４月 安全室統括 

平成15年６月 取締役 

平成16年４月 環境システム本部長（現任） 

平成17年２月 常務取締役（現任） 

平成17年２月 営業副統括（現任） 

19 

取締役 

執行役員・  

ナノ・クリーン

本部長・  

環境事業本部

長・ 

環境開発事業部

長 

滝川 政規 昭和23年８月２日生

昭和44年４月 当社入社 

平成元年３月 静岡支社長 

平成11年６月 執行役員（現任） 

平成13年４月 環境システム本部長 

平成13年６月 常務取締役 

平成14年４月 環境開発本部長 

平成14年10月 環境開発本部・安全室各統括 

平成15年４月 取締役（現任） 

平成15年４月 環境ソリューション本部長 

平成17年６月 ナノ・クリーン本部長（現任） 

平成18年２月 環境事業本部長兼環境開発事業部長 

（現任） 

21 

取締役 執行役員 石森 純夫 昭和24年10月26日生

昭和47年４月 当社入社 

平成４年10月 官需２部長 

平成11年６月 執行役員（現任） 

平成11年７月 東京支社長 

平成13年４月 環境システム本部副本部長 

平成15年４月 環境開発事業部長 

平成15年４月 バイオジェニック㈱代表取締役社長(現任) 

平成16年６月 取締役（現任） 

平成16年７月 昆明白鴎微藻技術有限公司董事長（現任） 

平成17年６月 環境事業本部長 

7 

取締役 

執行役員・ 

静岡支社長・ 

環境システム本

部副本部長 

小林 孝泰 昭和26年４月10日生

昭和50年４月 当社入社 

平成11年５月 静岡支社部長 

平成13年４月 静岡支社長（現任） 

平成13年７月 執行役員（現任） 

平成17年12月 環境システム本部副本部長（現任） 

平成18年３月 取締役（現任） 

6 

 



 （注）１．所有株式数には、荏原実業役員持株会における各自の持分を含めた実質持株数を記載しております。また、

平成18年３月28日開催の定時株主総会において新たに取締役に選任された者については、荏原実業社員持株

会における持分を含めた実質持株数を記載しております。 

なお、提出日現在（平成18年３月28日）の持株会による取得株式数は、確認が出来ないため、平成18年２月

末現在の実質持株数を記載しております。 

２．当社では、意思決定と監督機能並びに執行機能の分離により、取締役会を活性化するため、執行役員制度を

導入しております。 

執行役員は、常務取締役営業副統括兼産業ソリューション本部長熊倉良一、常務取締役営業副統括兼環境設

備本部長佐藤善伸、常務取締役営業副統括兼環境システム本部長志村修三、取締役環境事業本部長兼環境開

発事業部長兼ナノ・クリーン本部長滝川政規、取締役石森純夫（バイオジェニック㈱代表取締役兼昆明白鴎

微藻技術有限公司董事長）、取締役環境システム本部副本部長兼静岡支社長小林孝泰、環境システム本部副

本部長兼関東支社長舩山和夫、東関東支社長斎藤明や、管理本部長兼法務部長兼新事業推進室長加賀史朗、

渡部政博(バイオジェニック㈱取締役兼昆明白鴎微藻技術有限公司総経理)、神奈川支社長三木嘉広、ボエ

フ・脱臭事業部長堀口伸二、産業ソリューション副本部長兼大阪支社長石井裕二及び環境設備本部副本部長

蔵見義晴以上14名であります。 

    ３．監査役高橋厚夫、平山正剛及び恒石彰久は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条

第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

常勤監査役   岩城 英隆 昭和18年10月９日生

昭和57年７月 当社入社 

平成２年10月 総務部長 

平成５年12月 理事 

平成８年４月 経営企画室長 

平成11年７月 執行役員 

平成16年４月 理事 

平成16年６月 監査役（現任） 

1 

監査役   高橋 厚夫 昭和３年１月２日生

昭和36年８月 公認会計士登録 

昭和46年４月 等松・青木監査法人（現監査法人トーマ

ツ）入社 

昭和47年２月 監査法人トーマツ代表社員 

平成５年６月 亜細亜証券印刷株式会社常勤監査役 

平成８年６月 当社監査役（現任） 

1 

監査役   平山 正剛 昭和９年４月15日生

昭和39年４月 弁護士登録 

昭和58年７月 株式会社荏原製作所監査役（現任） 

平成10年６月 当社監査役（現任） 

0 

監査役   恒石 彰久 昭和12年１月１日生

昭和41年８月 公認会計士登録 

昭和43年９月 等松・青木監査法人（現監査法人トーマ

ツ）入社 

昭和58年１月 監査法人トーマツ代表社員 

平成９年２月 税理士登録 

平成12年４月 日本公認会計士協会入社 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

0 

    計 658 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 当社では、上場企業としての責務である社会的責任を果たすべくコーポレート・ガバナンスの充実、コンプライ

アンス体制の強化、アカウンタビリティの明確化を推進するために以下のとおり経営管理組織の強化に取り組んで

おります。 

①経営の意思決定機能の強化とスピードアップ及び執行監督機能強化など取締役会の機能をより有効に発揮させるた

め、平成11年6月に、執行役員制度を導入し、急激な経営環境の変化にタイムリーかつ柔軟に対応できるよう努め

ております。  

②取締役の経営責任及び執行監督責任を明確にするとともに、経営環境の変化に対応して最適な経営体制を機動的に

構築するため、平成15年6月に、取締役の任期を2年から1年に変更しました。なお、当社は社外取締役を選任して

おりません。 

③当社は、監査役制度を採用しております。監査役会の機能強化を図るため監査役を4名とし、そのうち3名（弁護士

1名、公認会計士2名）は社外監査役であります。監査役は、重要な意思決定の過程を把握するため、取締役会をは

じめ重要な会議に出席するほか、業務執行状況を把握するため営業、管理の各部門を調査し、重要な書類の閲覧を

行うとともに、グループ各社の調査を積極的に実施し、さらに監査法人からは随時監査に関する報告を受けるなど

業務執行の適法性、妥当性に関するチェックを行い企業経営におけるコンプライアンス体制の徹底に努めておりま

す。また、社外監査役は、客観的な立場から監督を行うことにより、監督機能の強化に努めております。なお、社

外監査役と当社の間に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係で、重要性のあるものはありませ

ん。  

④内部統制システムの一つとして、社長直轄の監査部門である監査室を設置しております。監査室は、会社の業務活

動が、法令、定款、会社の経営方針、計画及び諸規程に準拠し、適正かつ効果的に遂行されているかを監査すると

ともに、必要に応じて勧告を行うなど内部統制システムの充実・強化に努めております。 

⑤当社の会計監査は、監査法人トーマツに依頼しており、監査業務を執行した公認会計士は石橋和男氏、羽鳥良彰氏

であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補３名、その他１名でありま

す。なお、会計監査業務を執行した公認会計士は両氏とも継続監査年数が７年を超えていないため、継続監査年数

を記載しておりません。 

⑥企業倫理向上及び法令遵守等のコンプライアンス強化を図るためにコンプライアンス委員会を設置し、全社員に対

するコンプライアンスの徹底に関わる啓蒙活動を定期的に行うとともに体制のチェックを行っております。また、

平成15年10月には、「荏原実業行動基準」を全面的に見直し、新たに「荏原実業行動規範」を作成し、全役員及び

従業員に配布し、コンプライアンスの徹底を図っております。 

⑦証券取引法・証券取引所規則等に基づくタイムリーディスクロージャー(適時開示)の励行とIR活動を積極的に行っ

ております。その一環として、四半期財務・業績の開示や個人投資家向け説明会の実施、集中日を避けた株主総会

の開催、当社ホームページでの情報開示内容の充実などを行っております。 

（２）役員報酬の内容   

  役員報酬の内容は以下のとおりであります。   

（３）監査報酬の内容   

  当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬の内容は以下のとおりであります。 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額     22百万円   

区分 
取締役 監査役 計 

支給人員(名) 支給額(百万円) 支給人員(名) 支給額(百万円) 支給人員(名) 支給額(百万円)

役員報酬 8 178 4 20 12 198 

利益処分による

役員賞与金 
－ － － － － － 

役員退職慰労金 － － － － － － 

計 － 178 － 20 － 198 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3) 当社は、平成16年６月25日開催の第65期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月期(毎

年４月１日～翌年３月31日)から12月期(毎年１月１日～12月31日)に変更いたしました。これに伴い、前連結会計

年度及び前事業年度は、平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間であります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成16年12月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成16年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年１月１日から

平成17年12月31日まで）及び当事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度  

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度  

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金    2,180   2,422  

２．受取手形及び売掛金 ※５  7,805   8,320  

３．有価証券   8   －  

４．たな卸資産   1,795   1,558  

５．繰延税金資産   503   197  

６．その他   207   469  

   貸倒引当金   △2   △1  

流動資産合計   12,499 62.6  12,965 61.2 

Ⅱ 固定資産        

１.有形固定資産        

(１)建物及び構築物 ※２ 1,418   1,771   

減価償却累計額  816 602  860 911  

(２)機械装置及び運搬具  112   184   

減価償却累計額  86 25  77 107  

(３)工具器具備品  165   365   

減価償却累計額  136 29  205 160  

(４)土地 ※２  841   841  

(５)その他    16   63  

有形固定資産合計   1,515 7.6  2,083 9.9 

２.無形固定資産   47 0.2  39 0.2 

３.投資その他の資産        

(１)投資有価証券 ※２  2,384   2,590  

(２)保険積立金   1,474   1,615  

(３)会員権   184   －  

(４)賃貸用不動産 
※１ 
※２ 

 855   835  

(５)繰延税金資産   711   576  

(６)その他   507   579  

   貸倒引当金   △216   △112  

投資その他の資産合計   5,899 29.6  6,085 28.7 

固定資産合計   7,462 37.4  8,209 38.8 

資産合計   19,961 100.0  21,174 100.0 

        
 



    
前連結会計年度  

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度  

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 
※２ 
※５ 

 7,901   7,879  

２．短期借入金 ※２  1,544   1,804  

３．未払法人税等   51   315  

４．未払消費税等    －   191  

５．前受金    2,071   1,522  

６．賞与引当金   126   137  

７．工事損失引当金   －   232  

８．その他 ※５  353   398  

流動負債合計   12,049 60.4  12,482 58.9 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２  74   250  

２．退職給付引当金   596   579  

３．役員退職慰労引当金   460   528  

４．その他   49   77  

固定負債合計   1,180 5.9  1,435 6.9 

負債合計   13,230 66.3  13,917 65.8 

（少数株主持分）        

  少数株主持分    6 0.0  10 0.0 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  ※３  957 4.8  957 4.5 

Ⅱ 資本剰余金   787 3.9  787 3.7 

Ⅲ 利益剰余金   5,520 27.6  5,862 27.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   △108 △0.5  32 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定    △4 △0.0  33 0.2 

Ⅵ 自己株式  ※４  △427 △2.1  △427 △2.0 

資本合計   6,724 33.7  7,246 34.2 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  19,961 100.0  21,174 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高        

１．製品及び工事売上高  8,283   17,448   

２．商品売上高  3,888 12,172 100.0 8,821 26,270 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品及び工事売上原価  6,392   12,998   

２．商品売上原価  3,376 9,768 80.3 7,587 20,586 78.4 

売上総利益        

１．製品及び工事売上総利益  1,891   4,450   

２．商品売上総利益  511 2,403 19.7 1,234 5,684 21.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 3,483 28.6  4,910 18.7 

営業利益又は営業損失(△)   △1,079 △8.9  774 2.9 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  6   6   

２．受取配当金  33   37   

３．不動産賃貸収入  74   102   

４．投資有価証券売却益  91   561   

５．その他  28 234 1.9 19 729 2.8 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  15   19   

２．不動産賃貸費用  39   49   

３．貸倒引当金繰入額  4   12   

４．その他  4 64 0.5 16 97 0.4 

経常利益又は経常損失(△)   △909 △7.5  1,405 5.3 

 



    
前連結会計年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益   10   80   

２．会員権償還益    －   3   

３．貸倒引当金戻入益   － 10 0.1 0 85 0.3 

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産処分損 ※３ 2   3   

２．投資有価証券評価損  0   19   

３．会員権評価損  2   －   

４．貸倒引当金繰入額   70   －   

５．工事損失引当金繰入額    － 74 0.6 224 247 0.9 

税金等調整前当期純利益又
は税金等調整前当期純損失
(△) 

  △973 △8.0  1,242 4.7 

法人税、住民税及び事業税  31   294   

法人税等調整額  △335 △304 △2.5 343 637 2.4 

少数株主損失   5 0.0  6 0.0 

当期純利益又は当期純損失
(△) 

  △664 △5.5  611 2.3 

        



③【連結剰余金計算書】 

    
前連結会計年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    787   787 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   787  787 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    6,440   5,520 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

  当期純利益  － － 611 611 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  215  269  

２．役員賞与  40  －  

３．当期純損失  664 919 － 269 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   5,520  5,862 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は        
税金等調整前当期純損失(△) 

 △973 1,242 

減価償却費  69 168 

連結調整勘定償却額  10 5 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  75 11 

賞与引当金の増減額（減少：△）  △138 10 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  △7 △17 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  56 68 

工事損失引当金の増減額 （減少：△）  － 232 

受取利息及び受取配当金  △39 △44 

会員権償還益   － △3 

投資有価証券売却益  △102 △642 

支払利息  15 19 

固定資産処分損  2 3 

投資有価証券評価損  0 19 

会員権評価損  2 － 

売上債権の増減額（増加：△）  6,513 △514 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △864 237 

仕入債務の増減額（減少：△）  △5,692 △21 

前受金の増減額（減少：△）  1,653 △548 

未払消費税等の増減額（減少：△）  △179 290 

役員賞与の支払  △40 － 

その他  470 10 

小計  831 528 

利息及び配当金の受取額  39 44 

利息等の支払額  △14 △18 

法人税等の支払額  △924 △30 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △68 524 

 



    
前連結会計年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △43 △674 

無形固定資産の取得による支出  △0 △1 

有価証券の償還による収入   － 8 

投資有価証券の取得による支出  △248 △2,522 

投資有価証券の売却による収入  372 2,879 

営業譲受けによる支出 ※２ △60 － 

その他  △61 △150 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △40 △461 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純増減額（減少：△）  10 460 

長期借入による収入  － 200 

長期借入金の返済による支出  △41 △224 

自己株式の取得による支出  △0 △0 

少数株主への株式の発行による収入   － 3 

配当金の支払額  △215 △269 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △246 169 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △3 8 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △358 240 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,387 2,118 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高  90 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,118 2,359 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ４社 

会社名   ㈱エバジツ 

      バイオジェニック㈱ 

       イージェイ㈱ 

       昆明白鴎微藻技術有限公司 

 上記のうち、当連結会計年度に新規設

立したイージェイ㈱及び昆明白鴎微藻技

術有限公司を、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。なお、非連結

子会社はありません。 

連結子会社の数 ４社 

会社名   ㈱エバジツ 

      イージェイ㈱ 

       バイオジェニック㈱ 

       昆明白鴎微藻技術有限公司 

 なお、非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用会社はありません。 

 なお、関連会社はありません。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の決算日は連結決

算日と同一であります。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

①有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 商品 

 個別法による原価法 

商品 

同左 

  製品 

  主として個別法による原価法 

製品 

同左 

 原材料 

  主として月次総平均法による原価法 

原材料 

同左 

 仕掛工事・仕掛品 

  個別法による原価法 

仕掛工事・仕掛品 

同左 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

  

①有形固定資産・

賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く。）については、

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

同左 

 建物及び構築物 ３年～50年 

機械装置及び運搬具 ３年～12年 

工具器具備品 ３年～20年 

賃貸用不動産 

（建物及び構築物） 
15年～50年 

 

②無形固定資産  定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は、特許権８年、

営業権５年であります。また、自社利用

のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）を償却年数とし

ております。 

同左 

(3）重要な引当金の   

計上基準 

  

①貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

②賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しております。 

同左 

③工事損失引当金   ──────  受注工事の損失に備えるため、当連結

会計年度末における手持工事のうち、損

失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的

に見積もることのできる工事について、

損失見積額を計上しております。  

（追加情報） 

 当連結会計年度において、損失の発生

が見込まれる手持工事が発生したため、

新たに工事損失引当金232百万円計上して

おります。 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

④退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

における発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれの発生

の翌連結会計年度から損益処理すること

としております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を発

生した連結会計年度から損益処理してお

ります。 

同左 

⑤役員退職慰労引当金  役員に対する退職慰労金の支給に備え

るため内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

同左 

(4）工事収益の計上基準  原則として、工事完成基準によってお

りますが、工期が１年以上かつ請負金額

３億円以上の工事については、工事進行

基準によっております。 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 在外子会社の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。  

同左 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

 消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、原則

として５年間の均等償却によっておりま

す。ただし、金額が僅少の場合は、発生

した連結会計年度の損益として処理して

おります。  

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した連結会社の利益処分に基づい

て作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



表示方法の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

──────   （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「会員

権」（当連結会計年度末残高109百万円）は、重要性が低

くなったため、当連結会計年度より投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。 

前連結会計年度  
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度  
（平成17年12月31日） 

※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 

601百万円 628百万円 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産   

建物及び構築物 257百万円 

土地 474 

投資有価証券 238 

賃貸用不動産 371 

計 1,341百万円 

(ロ）上記に対する債務   

買掛金 1,147百万円 

短期借入金 1,014 

長期借入金 74 

計 2,235百万円 

(イ）担保に供している資産   

建物及び構築物 247百万円 

土地 474 

投資有価証券 327 

賃貸用不動産 361 

計 1,410百万円 

(ロ）上記に対する債務   

買掛金 1,304百万円 

短期借入金 1,274 

長期借入金 250 

計 2,828百万円 

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式6,640,000株 

  であります。 

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式6,640,000株 

  であります。 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式302,785

株であります。なお、連結子会社が保有する自己株

式はありません。 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式302,910

株であります。なお、連結子会社が保有する自己株

式はありません。 

※５．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。 

   受取手形            254百万円 

   支払手形             22百万円 

 また、ファクタリング方式により当社グループに

対する債権者よりみずほファクター㈱に譲渡された

債権（当社グループの買掛金及び未払金）の会計処

理は、決済日をもって処理しております。なお、次

の連結会計年度末決済買掛金及び未払金が連結会計

年度末残高に含まれております。 

   買掛金              386百万円 

   その他流動負債(未払金)       3百万円 

※５．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。 

   受取手形            288百万円 

   支払手形              2百万円 

 また、ファクタリング方式により当社グループに

対する債権者よりみずほファクター㈱に譲渡された

債権（当社グループの買掛金及び未払金）の会計処

理は、決済日をもって処理しております。なお、次

の連結会計年度末決済買掛金及び未払金が連結会計

年度末残高に含まれております。 

   買掛金              430百万円 

   流動負債その他(未払金)      18百万円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度  
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

従業員給料手当 954百万円 

賞与 221 

賞与引当金繰入額 98 

法定福利費 181 

退職給付引当金繰入額 78 

役員退職慰労引当金繰入額 72 

旅費交通費 184 

減価償却費 26 

研究開発費 556 

従業員給料手当 1,301百万円 

賞与 369 

賞与引当金繰入額 111 

法定福利費 270 

退職給付引当金繰入額 111 

役員退職慰労引当金繰入額 68 

旅費交通費 273 

減価償却費 41 

研究開発費 731 

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開

発費 
556百万円 

一般管理費に含まれる研究開

発費 
731百万円 

※３．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 ※３．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円 

機械装置及び運搬具 0 

工具器具備品 0 

計 2百万円 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 2 

工具器具備品  0 

電話加入権 0 

計 3百万円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度  
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,180百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60 

別段預金 △1 

現金及び現金同等物 2,118百万円 

現金及び預金勘定 2,422百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60 

別段預金 △2 

現金及び現金同等物 2,359百万円 

※２．営業譲受けにより増加した資産の主な内容  

 当連結会計年度において㈱プラストからの営業譲受

けにより増加した資産の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

 

流動資産 5百万円 

固定資産 54 

資産合計 60百万円 

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度  
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物及び  
構築物 

8 1 6

機械装置及び
運搬具 

66 37 29

工具器具備品 143 80 63

その他 7 0 7

合計 226 119 106

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物及び  
構築物 

8 3 4

機械装置及び
運搬具 

47 27 20

工具器具備品 164 81 83

その他 12 2 9

合計 232 114 118

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 41百万円 

１年超 67  

合計 108百万円 

１年内 44百万円 

１年超 76  

合計 120百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 36百万円 

減価償却費相当額 33百万円 

支払利息相当額 2百万円 

支払リース料 25百万円 

減価償却費相当額 24百万円 

支払利息相当額 1百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当該有価証券の減損処理に当たっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、時価が著しく下

落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとしております。 

 また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合には、過去の一定期間の時価の推移等を勘案

して、時価が著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することと

しております。 

 なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行い、投資有価証券

評価損19百万円を計上しております。 

種類 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 当連結会計年度（平成17年12月31日） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対

照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対

照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

(1）株式 384 678 294 304 492 188 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 5 8 2 － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 110 116 5 － － － 

小計 501 803 302 304 492 188 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

(1）株式 1,419 968 △450 1,592 1,460 △132 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 151 116 △34 100 99 △0 

小計 1,570 1,085 △485 1,692 1,559 △132 

合計 2,072 1,888 △183 1,996 2,052 55 



２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない有価証券の内容 

（注）前連結会計年度において、非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損0百万円を計上しており

ます。 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成16年12月31日）及び当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平

成17年12月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度  
（自平成16年４月１日 至平成16年12月31日） 

当連結会計年度  
（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

372 102 － 3,207 642 － 

  

前連結会計年度
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度  
（平成17年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 503 510 

投資事業組合への出資持分  － 27 

種類 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 当連結会計年度（平成17年12月31日） 

１年以内 
１年超５年

以内 

５年超10年

以内 
10年超 １年以内 

１年超５年

以内 

５年超10年

以内 
10年超 

(1）債券         

① 国債・地方債

等（百万円） 
－ － － － － － － － 

② 社債（百万円) 8 － － － － － － － 

③ その他 

（百万円） 
－ － － － － － － － 

(2）その他 

  （百万円) 
－ 100 － － － 100 － － 

合計（百万円） 8 100 － － － 100 － － 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社１社は、確定給付型の制度として、結合契約の適格退職年金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

（注）連結子会社１社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社１社の退職給付費用は、上記(1）勤務費用に計上しております。 

   ２．上記退職給付費用以外に割増退職金として前連結会計年度153千円を退職金に計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（平成17年12月31日） 

(1）退職給付債務（百万円） 1,410 1,475 

(2）年金資産（百万円） 717 898 

(3）未積立退職給付債務 (1)-(2)（百万円） 692 577 

(4）未認識数理計算上の差異（債務の増額又は減額

(△)）（百万円） 
7 △81 

(5）未認識過去勤務債務（債務の増額）（百万円） 88 79 

(6）退職給付引当金(3)-(4)-(5)(百万円） 596 579 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

(1) 勤務費用（百万円） 80 105 

(2) 利息費用（百万円） 22 32 

(3) 期待運用収益（百万円） 4 15 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 3 3 

(5) 過去勤務債務の費用処理額（百万円） 2 9 

退職給付費用 (1)+(2)-(3)+(4)+(5)(百万円） 104 134 

前連結会計年度
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度
（平成17年12月31日） 

(1) 割引率（％） 2.5 2.5 

(2) 期待運用収益率（％） 1.0 1.0 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 10年 10年 

(5) 過去勤務債務の額の処理年数 10年  10年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度  
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度  
（平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（流動の部）   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 9百万円 

賞与引当金否認額 51 

繰越欠損金 428 

その他 14 

  合計 504百万円 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △0百万円 

繰延税金資産（純額） 503百万円 

（流動の部）   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 35百万円 

賞与引当金否認額 55 

工事損失引当金否認額 94 

その他 10 

 合計 197百万円 

（固定の部）   

繰延税金資産   

退職給付引当金否認額 242百万円 

役員退職慰労引当金否認額 187 

投資有価証券評価損否認額 16 

会員権評価損否認額 76 

減価償却超過額 19 

貸倒引当金損金算入限度超過額 76 

その他有価証券評価差額金 87 

繰越欠損金 66 

その他 21 

 小計 794  

 評価性引当額 △71  

 合計 722百万円 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △11百万円 

繰延税金資産（純額） 711百万円 

（固定の部）   

繰延税金資産   

退職給付引当金否認額 235百万円 

役員退職慰労引当金否認額 215 

投資有価証券評価損否認額 7 

会員権評価損否認額 55 

減価償却超過額 31 

貸倒引当金損金算入限度超過額 36 

繰越欠損金 141 

その他 20 

 小計 744  

 評価性引当額 △145  

 合計 599百万円 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △22百万円 

繰延税金資産（純額） 576百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 △40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9 

住民税均等割 1.7 

評価性引当額の増加額 3.8 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.6 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △31.2％ 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2 

住民税均等割 1.9 

評価性引当額の増加額 7.3 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.5 

試験研究費の税額控除額  △2.4 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.3％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

  
環境関連 
（百万円） 

水処理関連
（百万円） 

風水力冷熱
機器等関連 
（百万円） 

計   
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 3,388 2,672 6,111 12,172 － 12,172 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 3,388 2,672 6,111 12,172 － 12,172 

営業費用 3,724 2,852 6,054 12,631 620 13,251 

営業利益又は営業損失(△) △336 △179 56 △459 △620 △1,079 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
      

資産 3,682 2,727 5,826 12,237 7,724 19,961 

減価償却費 26 6 13 45 23 69 

資本的支出 40 － 0 41 26 67 

  
環境関連 
（百万円） 

水処理関連
（百万円） 

風水力冷熱
機器等関連 
（百万円） 

計   
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 6,088 9,906 10,275 26,270 － 26,270 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 6,088 9,906 10,275 26,270 － 26,270 

営業費用 6,155 8,782 9,866 24,805 691 25,496 

営業利益又は営業損失(△) △67 1,123 409 1,465 △691 774 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
      

資産 3,703 4,119 5,150 12,973 8,201 21,174 

減価償却費 113 8 17 140 29 169 

資本的支出 634 1 30 665 9 675 



 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品及び工事・商品 

事業区分は商品・製品及び工事の類似性及び販売市場別に区分してあります。 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは管理部門（総務・経理部門な

ど）に係る費用であります。 

前連結会計年度     620百万円 

当連結会計年度      691百万円 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証

券）、長期投資資金（投資有価証券、保険積立金等）、賃貸用不動産及び管理部門に係る資産であります。

前連結会計年度    7,724百万円 

当連結会計年度    8,201百万円 

４．前連結会計年度は、決算期変更に伴い平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間であります。

５．追加情報 

 子会社バイオジェニック㈱及び子会社昆明白鴎微藻技術有限公司の主要製品である微細藻類の培養による

有用物質（アスタキサンチン）は、製造販売の目処がついたため、当連結会計年度より環境関連事業に区分

し、当連結会計年度における営業費用227百万円、資産1,044百万円、減価償却費80百万円、資本的支出401

百万円を環境関連セグメントに含めております。  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高

の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも10％未満であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上

高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成16年12月31日）及び当連結会計年度（自平成17年１月１日 至

平成17年12月31日）とも、該当事項はありません。 

事業区分 主要品目

環境関連 

オゾン濃度計、オゾン空気殺菌脱臭装置、液相脱臭装置、腐植質脱臭剤、 

栽培漁業関連装置、廃棄物処理・水処理プラント、水景施設浄化装置、栽培漁業

施設、水景施設などの計画・設計・製造・施工・販売、緩衝材の製造販売並びに

微細藻類の培養による有用物質の製造販売 

水処理関連 
上水道処理施設、下水道処理施設、ポンプ取水場施設、産業用排水処理施設、水

景施設などのプラント類の計画・設計・製作・施工・販売 

風水力冷熱機器等関

連 

ポンプ、送風機、圧縮機、冷凍機、冷却塔、ボイラ、全熱交換機、冷温水機、パ

ッケージエアコン、工業用薬品などの販売                  

空調、給排水・衛生、冷凍機、冷却塔などの設備工事 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成16年12月31日）及び当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平

成17年12月31日）とも、該当事項はありません。 

前連結会計年度  
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純
損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,061.16円 

１株当たり当期純損失 104.82円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

１株当たり純資産額 1,133.29円 

１株当たり当期純利益 86.20円 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）  

（百万円） 
△664 611 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 65 

（うち利益処分による役員賞与金） (－)  (65)  

普通株式に係る当期純利益又は    

当期純損失（△）（百万円） 
△664 546 

期中平均株式数（株） 6,337,265 6,337,102 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

平成12年６月28日定時株主総会決
議ストックオプション  
（自己株式譲渡方式） 
   普通株式   247千株 

              － 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率によっております。 

    ２．上記「１年内に返済予定の長期借入金」は、連結貸借対照表上「短期借入金」に含めて表示しております。

３．長期借入金（１年内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

(2）【その他】 

① 決算日後の状況   

    特記事項はありません。      

② 訴訟  

  平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラ

ントに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されておりま

す。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、現在も検

収条件である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当

該設備の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百

万円を当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 

 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任は

なく、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張していく所存であります。 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金 1,320 1,780 0.75 － 

１年内に返済予定の長期借入金 224 24 2.00 － 

長期借入金（１年内に返済予定のものを除く。） 74 250 1.13 
平成19年１月～

平成21年２月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,618 2,054 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金 224 24 2 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度  

（平成16年12月31日） 
当事業年度  

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,816   2,016  

２．受取手形 ※７  1,528   1,854  

３．売掛金   5,714   5,970  

４．有価証券   8   －  

５．商品   257   183  

６．製品   255   177  

７．原材料   94   99  

８．仕掛工事・仕掛品   1,086   955  

９．前払費用   59   59  

10. 立替金   7   －  

11．未収入金    －   212  

12．繰延税金資産   493   180  

13．その他   138   53  

   貸倒引当金   △1   △0  

流動資産合計   11,459 61.0  11,763 58.6 

Ⅱ 固定資産        

１.有形固定資産        

(１)建物 ※２ 1,277   1,505   

減価償却累計額  739 537  773 731  

(２)構築物  12   13   

減価償却累計額  9 2  9 3  

(３)機械装置  85   66   

減価償却累計額  80 5  61 4  

(４)工具器具備品  145   160   

減価償却累計額  121 23  118 41  

(５)土地 ※２  836   836  

有形固定資産合計   1,405 7.5  1,618 8.1 

 



    
前事業年度  

（平成16年12月31日） 
当事業年度  

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２.無形固定資産        

(１)特許権   4   2  

(２)借地権   5   5  

(３)ソフトウェア   0   0  

(４)電話加入権   11   10  

無形固定資産合計   22 0.1  19 0.1 

３.投資その他の資産        

(１)投資有価証券 ※２  2,261   2,542  

(２)関係会社株式   425   825  

(３)保険積立金   1,430   1,557  

(４)会員権   184   －  

(５)賃貸用不動産 
※１ 
※２ 

 642   623  

(６)長期性預金   300   300  

(７)関係会社長期貸付金   －   140  

(８)長期貸付金   －   15  

(９)破産債権・更生債権等   59   44  

(10)長期前払費用   10   －  

(11)繰延税金資産   693   552  

(12)その他   100   186  

   貸倒引当金   △215   △112  

投資その他の資産合計   5,892 31.4  6,674 33.2 

固定資産合計   7,320 39.0  8,312 41.4 

資産合計   18,779 100.0  20,076 100.0 

        
 



    
前事業年度  

（平成16年12月31日） 
当事業年度  

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 
※２ 
※７ 

 7,482   7,580  

２．短期借入金 ※２  860   1,360  

３．１年内返済予定の長期
借入金 

※２  200   －  

４．未払金 ※７  133   176  

５．未払費用   128   96  

６．未払法人税等   42   233  

７．未払消費税等   －   170  

８．前受金   2,005   1,440  

９．賞与引当金   113   124  

10．工事損失引当金    －   224  

11．その他   52   56  

流動負債合計   11,018 58.7  11,463 57.1 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２  －   200  

２．退職給付引当金   541   535  

３．役員退職慰労引当金   448   506  

４．預り保証金    43   40  

固定負債合計    1,033 5.5  1,283 6.4 

負債合計    12,052 64.2  12,747 63.5 

（資本の部）         

Ⅰ 資本金  ※３  957 5.1  957 4.8 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  787   787   

 資本剰余金合計   787 4.2  787 3.9 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  141   141   

２．任意積立金        

  別途積立金  4,975   4,975   

３．当期未処分利益  418   868   

 利益剰余金合計   5,535 29.5  5,985 29.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ※６  △125 △0.7  26 0.1 

Ⅴ 自己株式  ※４  △427 △2.3  △427 △2.1 

資本合計   6,727 35.8  7,329 36.5 

負債・資本合計   18,779 100.0  20,076 100.0 

        



②【損益計算書】 

    
前事業年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品及び工事売上高  7,455   16,089   

２．商品売上高  3,797 11,252 100.0 8,712 24,802 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品及び工事売上原価  5,877   12,051   

２．商品売上原価        

(1)商品期首たな卸高  178   257   

(2)当期商品仕入高  3,329   7,423   

合計  3,508   7,681   

(3)商品期末たな卸高  257   183   

(4)他勘定振替高 ※１ 0   1   

商品売上原価  3,250 9,128 81.1 7,496 19,548 78.8 

売上総利益        

１．製品及び   
工事売上総利益 

 1,577   4,037   

２．商品売上総利益  546 2,124 18.9 1,216 5,253 21.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  150   198   

２．従業員給料手当  896   1,176   

３．賞与  211   350   

４．賞与引当金繰入額  94   106   

５．法定福利費  168   247   

６．退職給付引当金繰入額  74   110   

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

 68   58   

８．貸倒引当金繰入額  0   －   

９．旅費交通費  178   240   

10．地代家賃  82   111   

11．減価償却費  25   37   

12．租税公課  25   29   

13．研究開発費 ※２ 471   706   

14．その他  669 3,118 27.7 958 4,333 17.5 

営業利益又は営業損失
(△) 

  △993 △8.8  920 3.7 

 



    
前事業年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  3   3   

２．有価証券利息  0   0   

３．受取配当金 ※３ 82   36   

４．不動産賃貸収入  44   64   

５．投資有価証券売却益  91   470   

６．有価証券償還益   －   2   

７．その他  18 239 2.1 12 590 2.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  10   13   

２．不動産賃貸費用  28   36   

３．貸倒引当金繰入額  4   12   

４．その他  3 47 0.4 11 73 0.3 

経常利益又は経常損失
(△) 

  △801 △7.1  1,437 5.8 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益   10   79   

２．会員権償還益   －   3   

３．貸倒引当金戻入益   － 10 0.1 0 84 0.3 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産処分損  ※４ 0   2   

２．投資有価証券評価損  0   19   

３．会員権評価損  2   －   

４．貸倒引当金繰入額   70   －   

５．工事損失引当金繰入額    － 72 0.7 224 246 1.0 

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 

  △863 △7.7  1,274 5.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 18   206   

法人税等調整額  △338 △320 △2.9 349 555 2.2 

当期純利益又は   
当期純損失(△) 

  △542 △4.8  719 2.9 

前期繰越利益   961    257   

中間配当額    －    107   

当期未処分利益   418    868   

        



製品及び工事売上原価明細書 

 （注） 

    
前事業年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

 機器材料費  1,887 42.8 4,557 45.7 

 外注費  2,431 55.1 5,230 52.4 

 経費  67 1.5 120 1.2 

 （うち人件費）  (35) (0.8) (44) (0.4) 

 他勘定より振替 ※２ 27 0.6 64 0.7 

工事売上原価  4,413 100.0 9,973 100.0 

 期首製品棚卸高  57  255  

 当期製品製造原価 ※４ 1,689  2,063  

 合計  1,747  2,318  

 期末製品棚卸高  255  177  

 他勘定振替高 ※３ 27  62  

製品売上原価  1,464  2,078  

製品及び工事売上原価  5,877  12,051  

前事業年度  
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 １．原価計算の方法  １．原価計算の方法 

実際原価に基づく個別原価計算制度を採用してお
ります。 

同左 

※２．他勘定より振替高の内訳 ※２．他勘定より振替高の内訳 

製品（ボエフ）よりの振替 27百万円 

その他 0 

計 27百万円 

製品（ボエフ）よりの振替 64百万円 

その他 0百万円 

計 64百万円 

※３．他勘定振替高の内訳 ※３．他勘定振替高の内訳 

製品(ボエフ)の仕掛工事への

振替 
27百万円 

製品(ボエフ)の仕掛工事への

振替 
62百万円 

※４．当期製品製造原価 ※４．当期製品製造原価 

次頁の製造原価明細書参照 同左 



製造原価明細書 

 （注） 

    
前事業年度  

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費  580 34.2 291 14.1 

Ⅱ 外注費  1,059 62.3 1,698 82.0 

Ⅲ 労務費  40 2.4 55 2.7 

Ⅳ 経費 ※１ 18 1.1 25 1.2 

当期総製造費用  1,699 100.0 2,070 100.0 

期首仕掛品棚卸高  106  102  

計  1,805  2,172  

期末仕掛品棚卸高  102  96  

他勘定振替高 ※２ 13  12  

当期製品製造原価  1,689  2,063  

前事業年度  
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※１．経費の主な内訳 ※１．経費の主な内訳 

荷造運賃 1百万円 

消耗品費 1百万円 

荷造運賃 2百万円 

消耗品費 4百万円 

※２．他勘定振替高の内訳 ※２．他勘定振替高の内訳 

研究開発費へ振替 11百万円 

その他 2 

計 13百万円 

研究開発費へ振替 6百万円 

営業外費用の「その他」へ振替 3 

備品へ振替 1 

その他 1 

計 12百万円 



③【利益処分計算書】 

 （注）平成17年９月６日に107百万円（１株につき17円）の中間配当を実施いたしました。  

    
前事業年度  
株主総会承認日 

（平成17年３月29日） 

当事業年度  
株主総会承認日 

（平成18年３月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   418  868 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  161  126  

２．役員賞与金  －  50  

（うち監査役分）  (－)  (5)  

３．任意積立金      

 別途積立金  － 161 400 576 

Ⅲ 次期繰越利益   257  291 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品・製品 

個別法による原価法 

(1）商品・製品 

同左 

 (2）原材料 

月次総平均法による原価法 

(2）原材料 

同左 

 (3）仕掛工事・仕掛品 

個別法による原価法 

(3）仕掛工事・仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産・賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物付属設備を除く。）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産・賃貸用不動産 

同左 

 建物 ３年～50年 

機械装置 ３年～12年 

工具器具備品 ３年～20年 

賃貸用不動産 

（建物） 
15年～50年 

 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、特許権の償却年数は８年であ

ります。また、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用

可能期間（５年）を償却年数として

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）          ──────  

  

(3）工事損失引当金  

 受注工事の損失に備えるため、当事

業年度末における手持工事のうち、損

失の発生が見込まれ、かつ金額を合理

的に見積もることのできる工事につい

て、損失見積額を計上しております。 

（追加情報） 

 当事業年度において、損失の発生が

見込まれる手持工事が発生したため、

新たに工事損失引当金224百万円を計上

しております。 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。  

  数理計算上の差異は、各事業年度に

おける発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれの

発生の翌事業年度から損益処理するこ

ととしております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（10年）による定額法により按分した

額を発生した事業年度から損益処理し

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

 



表示方法の変更 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

５．工事収益の計上基準  原則として、工事完成基準によってお

りますが、工期が１年以上かつ請負金額

３億円以上の工事については、工事進行

基準によっております。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  

 消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

──────   （貸借対照表） 

１．前期まで区分掲記しておりました「立替金」（当期末

残高８百万円）は、当期より流動資産の「その他」に含

めて表示しております。 

 ２．前期まで流動資産の「その他」に含めて表示してお  

りました「未収入金」は、資産の総額の100分の１を超え

たため、当期より区分掲記しました。 

 なお、前期末の「未収入金」は99百万円であります。 

 ３．前期まで区分掲記しておりました「会員権」（当期末

残高80百万円）は、重要性が低くなったため、当期より

投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。  

 ４．前期まで区分掲記しておりました「長期前払費用」

（当期末残高８百万円）は、当期より投資その他の資産

の「その他」に含めて表示しております。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度  
（平成16年12月31日） 

当事業年度  
（平成17年12月31日） 

※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 410百万円 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 429百万円 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産   

建物 204百万円 

土地 469 

投資有価証券 238 

賃貸用不動産 231 

計 1,143百万円 

(ロ）上記に対する債務   

買掛金 1,147百万円 

短期借入金 460 

１年内返済予定の長期借入金 200 

計 1,807百万円 

(イ）担保に供している資産   

建物 197百万円 

土地 469 

投資有価証券 327 

賃貸用不動産 220 

計 1,214百万円 

(ロ）上記に対する債務   

買掛金 1,304百万円 

短期借入金 960 

長期借入金 200 

計 2,464百万円 

※３．授権株式数   普通株式 20,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 6,640,000株 

※３．授権株式数   普通株式 20,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 6,640,000株 

※４．自己株式 ※４．自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式302,785

株であります。 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式302,910

株であります。 

 ５．偶発債務  ５．偶発債務 

保証債務 保証債務 

 次のとおり金融機関からの借入金に対し、債務保

証を行っております。 

 次のとおり金融機関からの借入金及び割賦購入債

務に対し、債務保証を行っております。 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱ 120百万円 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱ 120百万円 

昆明白鴎微藻技術有限公司  35百万円 

※６．       ────── ※６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は26百万円で

あります。 

※７．期末日満期手形 

 事業年度末日の満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当事業年

度末日は金融機関の休日であったため、次の事業年

度末日満期手形が事業年度末残高に含まれておりま

す。 

 受取手形             251百万円 

 また、ファクタリング方式により当社に対する債

権者よりみずほファクター㈱に譲渡された債権（当

社の買掛金及び未払金）の会計処理は、決済日をも

って処理しております。なお、次の事業年度末決済

買掛金及び未払金が事業年度末残高に含まれており

ます。 

 買掛金               429百万円 

 未払金                3百万円  

※７．期末日満期手形 

 事業年度末日の満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当事業年

度末日は金融機関の休日であったため、次の事業年

度末日満期手形が事業年度末残高に含まれておりま

す。 

 受取手形              286百万円 

 また、ファクタリング方式により当社に対する債

権者よりみずほファクター㈱に譲渡された債権（当

社の買掛金及び未払金）の会計処理は、決済日をも

って処理しております。なお、次の事業年度末決済

買掛金及び未払金が事業年度末残高に含まれており

ます。 

 買掛金               430百万円 

 未払金               18百万円  



（損益計算書関係） 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※１．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

仕掛工事・仕掛品への振替 0百万円 

その他 0  

計 0百万円 

仕掛工事・仕掛品への振替 0百万円 

その他 0  

計 1百万円 

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 471百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 706百万円 

※３．関係会社との取引 

受取配当金 50百万円 

※３．               ──────  

※４．         ──────  ※４．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

 機械装置 1百万円 

工具器具備品  0 

電話加入権 0 

計 2百万円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成16年12月31日現在）及び当事業年度（平成17年12月31日現在）における子会社株式で時価の

あるものはありません。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物 8 1 6

機械装置 15 13 2

工具器具備品 118 72 46

その他 10 3 7

合計 152 90 62

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物 8 3 4

機械装置 － － －

工具器具備品 119 66 52

その他 15 2 12

合計 143 72 70

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 27百万円 

１年超 37  

合計 64百万円 

１年内 28百万円 

１年超 44  

合計 72百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 26百万円 

減価償却費相当額 24百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 17百万円 

減価償却費相当額 15百万円 

支払利息相当額 1百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度
（平成16年12月31日） 

当事業年度  
（平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(流動の部）   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 8百万円 

賞与引当金否認額 46 

繰越欠損金 428 

その他 10 

合計 494百万円 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △0百万円 

繰延税金資産（純額） 493百万円 

(流動の部）   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 28百万円 

賞与引当金否認額 50 

工事損失引当金否認額 91 

その他 9 

 合計 180百万円 

（固定の部）   

退職給付引当金否認額 220百万円 

役員退職慰労引当金否認額 182 

投資有価証券評価損否認額 16 

会員権評価損否認額 76 

減価償却超過額 13 

貸倒引当金損金算入限度超過額 76 

関係会社株式評価損否認額 37 

その他有価証券評価差額金 87 

その他 20 

 小計 731  

 評価性引当額 △37  

繰延税金資産（純額） 693百万円 

（固定の部）   

繰延税金資産   

退職給付引当金否認額 218百万円 

役員退職慰労引当金否認額 206 

投資有価証券評価損否認額 7 

会員権評価損否認額 55 

減価償却超過額 26 

貸倒引当金損金算入限度超過額 36 

関係会社株式評価損否認額 37 

その他 20 

 小計 608  

 評価性引当額 △37  

 合計 570百万円 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △18百万円 

繰延税金資産（純額） 552百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 △40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6 

住民税均等割 1.8 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△3.0 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △37.2％ 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.0 

住民税均等割 1.7 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.5 

試験研究費の税額控除額 △2.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6％ 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  前事業年度（自平成16年４月１日 至平成16年12月31日）及び当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年

12月31日）とも、該当事項はありません。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失
であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,061.61円 

１株当たり当期純損失 85.62円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,148.74円 

１株当たり当期純利益 105.61円 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
△542 719 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 50 

（うち利益処分による役員賞与金） (－)  (50)  

普通株式に係る当期純利益又は    

当期純損失（△）（百万円） 
△542 669 

期中平均株式数（株） 6,337,265 6,337,102 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

平成12年６月28日定時株主総会決
議ストックオプション  
（自己株式譲渡方式） 
   普通株式   247千株 

              － 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

㈱荏原製作所 1,710,773 1,089 

㈱みずほフィナンシャルグループ（優先株式） 500 500 

日産ディーゼル工業㈱  200,000 162 

㈱ライブドア 200,000 147 

富士写真フィルム㈱ 19,704 76 

㈱アドミラルシステム 300 63 

ニューシティ・レジデンス投資法人 100 54 

日本板硝子㈱  90,000 46 

フクダ電子㈱ 10,000 42 

アンジェスＭＧ㈱  50 41 

神鋼商事㈱ 100,000 38 

エルピーダメモリ㈱ 10,000 35 

ニイウス㈱  200 32 

三洋電機㈱  60,000 19 

その他（23銘柄） 82,577 93 

小計 2,484,204 2,442 

計 2,484,204 2,442 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

（投資信託受益証券）   

第一勧業アセット・マネジメント㈱ 

ＤＫＢモルガン・プライムインカム 
100,250,627 99 

小計 100,250,627 99 

計 100,250,627 99 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．建物の当期増加額のうち主なものは、中央研究所新設に伴う増加223百万円であります。 

   ２．建設仮勘定の当期増減額は、中央研究所新設に伴う振替によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残高

（百万円） 

有形固定資産        

建物 1,277 228 － 1,505 773 34 731 

構築物 12 1 － 13 9 0 3 

機械装置 85 1 20 66 61 0 4 

工具器具備品 145 31 15 160 118 11 41 

土地 836 － － 836 － － 836 

建設仮勘定  － 219 219 － － － － 

有形固定資産計 2,357 481 256 2,582 963 47 1,618 

無形固定資産        

特許権 12 － － 12 9 2 2 

借地権 5 － － 5 － － 5 

ソフトウェア 6 0 － 6 6 0 0 

電話加入権 11 － 0 10 － － 10 

無形固定資産計 36 0 0 35 15 2 19 

投資その他の資産               

賃貸用不動産 1,052 0 － 1,053 429 19 623 

 その他 

（長期前払費用） 

  

10 

  

－ 

  

1 

  

8 

  

－ 

  

－ 

  

8 



【資本金等明細表】 

 （注）当期末における自己株式数は302,910株であります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権に対する貸倒実績率の見直しに伴う洗替による戻入額及び回収

による取崩額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 （百万円） 957 － － 957 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (6,640,000) (－) (－) (6,640,000) 

普通株式 （百万円） 957 － － 957 

計 （株） (6,640,000) (－) (－) (6,640,000) 

計 （百万円） 957 － － 957 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 782 － － 782 

合併差益 （百万円） 4 － － 4 

計 （百万円） 787 － － 787 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 141 － － 141 

（任意積立金）      

別途積立金 （百万円） 4,975 － － 4,975 

計 （百万円） 5,116 － － 5,116 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金 216 21 116 8 112 

賞与引当金 113 124 113 － 124 

工事損失引当金  － 224 － － 224 

役員退職慰労引当金 448 58 － － 506 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 6 

預金  

当座預金 535 

普通預金 21 

定期預金 1,450 

別段預金 2 

小計 2,010 

合計 2,016 

相手先 金額（百万円） 

千葉興業㈱ 254 

㈱荏原製作所 154 

小澤物産㈱ 67 

水道機工㈱ 63 

三菱商事㈱ 61 

その他 1,253 

合計 1,854 

期日別 金額（百万円） 

平成17年12月 286 

平成18年１月 255 

２月 381 

３月 353 

４月 298 

５月 265 

６月以降 13 

合計 1,854 



３）売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）上記金額には消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）製品 

相手先 金額（百万円） 

㈱大氣社 350 

㈱荏原製作所 249 

ダイダン㈱ 176 

新菱冷熱工業㈱ 171 

三機工業㈱ 171 

その他 4,850 

合計 5,970 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

5,714 26,042 25,786 5,970 81.20 81.9 

品目 金額（百万円） 

風水力機械 138 

空調冷熱機器 12 

その他 32 

合計 183 

品目 金額（百万円） 

環境開発関連製品 109 

ボエフ剤 49 

殺菌脱臭装置 8 

オゾン空気清浄機 4 

その他 5 

合計 177 



６）原材料 

７）仕掛工事・仕掛品 

８）保険積立金 

② 負債の部 

１）買掛金 

 （注）（ ）書は、内書でファクタリング方式により譲渡されたみずほファクター㈱に対する買掛金であります。 

品目 金額（百万円） 

電磁弁 15 

セル 12 

センサー 5 

ＩＣ 5 

その他 60 

合計 99 

内容 金額（百万円） 

仕掛工事  

ＣＭＡ製造プラント設備工事 224 

静岡市公営企業管理者藁科第一中継ポンプ場配水池

機械設備工事 
103 

小田原市水道局時貯水槽兼用調整池機械電気工事 99 

その他仕掛工事 431 

仕掛品（オゾンモニター他） 96 

合計 955 

内容 金額（百万円） 

生命保険 1,509 

損害保険 47 

合計 1,557 

相手先 金額（百万円） 

荏原テクノサーブ㈱ 1,136  (   820 ) 

㈱荏原製作所  1,013  (   －) 

荏原冷熱システム㈱ 456  (   323 ) 

㈱荏原シンワ 303  (  195 ) 

荏原汎用送風機㈱ 279  (  226 ) 

その他 4,391  ( 1,610 ) 

合計 7,580  ( 3,176 ) 



２）前受金 

３）短期借入金 

 （注）㈱ＵＦＪ銀行と㈱東京三菱銀行は、平成18年１月１日をもって合併し、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行となりました。 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況   

    特記事項はありません。      

② 訴訟  

  平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラ

ントに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されておりま

す。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、現在も検

収条件である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当

該設備の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百

万円を当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 

 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任は

なく、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張していく所存であります。 

相手先 金額（百万円） 

釧路化学工業㈱ 193  

静岡市公営企業管理者 155  

千葉県水道局 103  

川崎重工業㈱ 75  

掛川市役所   71  

その他 841  

合計 1,440  

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 960  

㈱ＵＦＪ銀行 200  

中央三井信託銀行㈱ 150  

㈱東京三菱銀行 50  

合計 1,360  



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１．決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

  ホームページアドレスは、次のとおりであります。  

  http://www.ejk.co.jp/ 

   ２．平成18年３月28日開催の第67期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、公告を電子公告により行う

こととし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載

してこれを行うことに決定いたしました。 

公告掲載URL 

http://www.ejk.co.jp/  

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 新券１枚につき、印紙税相当額 

株券喪失登録に伴う手数料 喪失登録に係る手数料相当額として別途定める金額 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 （注）１、２ 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年６月30日現在及び12月31日現在における所有株式数100株以上1,000株

未満の株主に対し、一律お米ギフト券（２㎏）を贈呈 

毎年６月30日現在及び12月31日現在における所有株式数1,000株以上の株

主に対し、一律ミネラルウォーター（1.5リットル瓶12本入り１箱）を贈

呈 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第66期）（自 平成16年４月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月29日関東財務局長に提出。 

２．半期報告書 

 （第67期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月26日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

   平成１７年３月２９日

荏原実業株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 鶴野 隆一   印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏原

実業株式会社の平成１６年４月１日から平成１６年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、荏原

実業株式会社及び連結子会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成１８年３月２８日

荏原実業株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏原

実業株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、荏原

実業株式会社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成１７年３月２９日

荏原実業株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 鶴野 隆一   印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏原

実業株式会社の平成１６年４月１日から平成１６年１２月３１日までの第６６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、荏原実業

株式会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成１８年３月２８日

荏原実業株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏原

実業株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第６７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、荏原実業

株式会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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